
○横浜市地区センター条例 

制  定 昭和 48 年 6 月 20 日条例第 46 号 

最近改正 平成 23 年 12 月 22 日条例第 53号 

 

(設置) 

第 1 条 地域住民が、自らの生活環境の向上のために自主的に活動し、及びスポーツ、レクリエーショ

ン、クラブ活動等を通じて相互の交流を深めることのできる場として、横浜市に地区センターを置く。 

2 地区センターの名称及び位置は、別表第 1のとおりとする。 

(利用の目的) 

第 2条 地区センターは、次に掲げる事項のために、地域住民のだれもが気軽に利用することができる。 

(1) スポーツ、レクリエーション、クラブ活動及び学習 

(2) 講演会、研究会、展示会その他各種集会の開催 

(3) その他地域住民の自主的な活動と相互の交流のため必要な事項 

2 横浜市は、地区センターにおいて、地域住民の福祉の向上を図るため、自ら事業を行ない、地域住

民の自主的な活動を援助することができる。 

(開館時間等) 

第 3 条 地区センターの開館時間及び休館日は、規則で定める。 

(利用の制限) 

第 4 条 地区センターは、次の各号の一に該当する場合は、利用することができない。 

(1) 営利のみを目的として利用するとき。 

(2) その他利用の目的が地区センターの設置の目的に反するとき。 

(指定管理者の指定等) 

第 5条 次に掲げる地区センターの管理に関する業務は、地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 244 条

の 2第 3項の規定により、指定管理者(同項に規定する指定管理者をいう。以下同じ。)に行わせるも

のとする。 

(1) 地区センターの施設の利用の許可等に関すること。 

(2) 第 2 条第 2項に規定する事業の実施等に関すること。 

(3) 地区センターの施設及び設備の維持管理に関すること。 

(4) その他市長が定める業務 

2 前項の規定にかかわらず、別表第 2 の左欄に掲げる地区センターの同項各号に掲げる業務及び同欄

に掲げる地区センターの区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる老人福祉センター(横浜市老人福

祉施設条例(昭和 38 年 12 月横浜市条例第 43 号)第 1 条に規定する老人福祉センターをいう。以下同

じ。)の同条例第 4 条第 1 項各号に掲げる業務(以下これらの業務を「管理業務」という。)は、地方

自治法第 244 条の 2第 3項の規定により、一の指定管理者に行わせるものとする。 

3 市長は、指定管理者を指定しようとするときは、特別の事情があると認める場合を除き、公募する

ものとする。ただし、別表第 1の 3の表及び 4の表に掲げる地区センターについて、地域住民の自主

的活動及び相互の交流を深める活動に対して支援を行うために地域住民により組織されたと認めら

れるものを指定管理者の候補者として選定する場合にあっては、この限りでない。 

4 指定管理者の指定を受けようとするものは、事業計画書その他規則で定める書類を市長に提出しな

ければならない。 



5 市長は、前項の規定により提出された書類を審査し、かつ、実績等を考慮して、地区センターの設

置の目的を最も効果的に達成することができると認めたものを指定管理者として指定する。 

6 第 2 項の規定により管理業務を一の指定管理者に行わせる場合には、前項の規定にかかわらず、市

長は、第 4項及び横浜市老人福祉施設条例第 4条第 4項の規定により提出された書類を審査し、かつ、

実績等を考慮して、地区センター及び老人福祉センターの設置の目的を最も効果的に達成することが

できると認めたものを指定管理者として指定する。 

7 市長は、第 3 項の規定により公募し、又は指定管理者の候補者を選定しようとするときは、特別の

事情があると認める場合を除き、別表第 3の右欄に掲げる担任事務の区分に応じ、それぞれ同表の左

欄に掲げる指定管理者選定委員会（第 13 条第 1項に規定する指定管理者選定委員会をいう。）の意見

を聴かなければならない。 

(指定管理者の指定等の公告) 

第 6 条 市長は、指定管理者の指定をしたとき、及びその指定を取り消したときは、遅滞なく、その旨

を公告しなければならない。 

 （管理の業務の評価） 

第 7 条 指定管理者は、市長が特別の事情があると認める場合を除き、その指定の期間において、第 5

条第 1項各号に掲げる地区センターの管理に関する業務について、市長が定めるところにより評価を

受けなければならない。 

(利用の許可) 

第 8 条 別表第 4 に掲げる施設を利用しようとする者は、指定管理者の許可を受けなければならない。 

2 指定管理者は、前項の許可に地区センターの管理上必要な条件を付けることができる。 

3 指定管理者は、第 1 項の施設の利用が次のいずれかに該当する場合は、利用を許可しないものとす

る。 

(1) 地区センターにおける秩序を乱し、又は公益を害するおそれがあるとき。 

(2) 地区センターの設置の目的に反するとき。 

(3) 地区センターの管理上支障があるとき。 

(4) その他指定管理者が必要と認めたとき。 

4 第 1 項の許可の手続について必要な事項は、規則で定める。 

(利用料金) 

第 9条 別表第 1の 1の表に掲げる地区センターの別表第 4に掲げる施設を貸切りで利用しようとする

者は、指定管理者に対し、その利用に係る料金(以下「利用料金」という。)を支払わなければならな

い。 

2 利用料金は、別表第 4 に定める額の範囲内において、指定管理者が市長の承認を得て定めるものと

する。 

3 利用料金は、前納とする。ただし、必要があると認められる場合又は規則で定める場合は、指定管

理者は、後納とすることができる。 

(利用料金の減免) 

第 10 条 指定管理者は、必要があると認められる場合又は規則で定める場合は、利用料金の全部又は

一部を免除することができる。 

(利用料金の不返還) 

第 11 条 既納の利用料金は、返還しない。ただし、必要があると認められる場合又は規則で定める場



合は、指定管理者は、その全部又は一部を返還することができる。 

(許可の取消し等) 

第 12条 指定管理者は、第 8条第 1項の規定により許可を受けた者が次のいずれかに該当する場合は、

同項の規定による許可を取り消し、又は施設の利用を制限し、若しくは停止させることができる。 

(1) 第 8 条第 3項各号のいずれかに該当するに至ったとき。 

(2) この条例若しくはこの条例に基づく規則の規定又はこれらに基づく指定管理者の処分に違反し

たとき。 

(3) この条例に基づく許可の条件に違反したとき。 

 （指定管理者選定委員会） 

第 13 条 別表第 3 の右欄に掲げる担任事務を行うため、それぞれ同表の左欄に掲げる指定管理者選定

委員会（以下「選定委員会」という。）を置く。 

2 選定委員会は、それぞれ市長が任命する委員 10 人以内をもって組織する。 

3 前項に定めるもののほか、選定委員会の組織及び運営に関し必要な事項は、市長が定める。 

(委任) 

第 14 条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。 

付 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

   （中 略） 

   附 則(平成 23 年 12 月条例第 53 号) 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成 24 年 4 月１日から施行する。ただし、別表第 1 の 2 の表の改正規定は、規則で

定める日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の際現に横浜市地区センター条例第 5条第 1項又は第 2項の規定に基づき地区セン

ターの管理に関する業務を行っている指定管理者が、その指定の期間においてこの条例の施行の日前

までにこの条例による改正後の横浜市地区センター条例第7条の規定による当該業務についての評価

に相当する評価を受けている場合にあっては、当該期間においては同条の規定は適用しない。 

別表第1（第1条第2項、第5条第3項、第9条第1項） 

1 地区センター 

名称 位置 

横浜市潮田地区センター 

横浜市駒岡地区センター 

横浜市末吉地区センター 

横浜市寺尾地区センター 

横浜市生麦地区センター 

横浜市矢向地区センター 

横浜市鶴見区 

横浜市神奈川地区センター 横浜市神奈川区 



横浜市神之木地区センター 

横浜市神大寺地区センター 

横浜市白幡地区センター 

横浜市菅田地区センター 

横浜市西地区センター 

横浜市藤棚地区センター 

横浜市西区 

横浜市竹之丸地区センター 

横浜市野毛地区センター 

横浜市本牧地区センター 

横浜市中区 

横浜市大岡地区センター 

横浜市永田地区センター 

横浜市中村地区センター 

横浜市南地区センター 

横浜市南区 

横浜市港南地区センター 

横浜市港南台地区センター 

横浜市永谷地区センター 

横浜市野庭地区センター 

横浜市東永谷地区センター 

横浜市港南区 

横浜市今井地区センター 

横浜市西谷地区センター 

横浜市初音が丘地区センター 

横浜市ほどがや地区センター 

横浜市保土ケ谷区 

横浜市市沢地区センター 

横浜市今宿地区センター 

横浜市希望が丘地区センター 

横浜市白根地区センター 

横浜市都岡地区センター 

横浜市若葉台地区センター 

横浜市旭区 

横浜市磯子地区センター 

横浜市上中里地区センター 

横浜市杉田地区センター 

横浜市根岸地区センター 

横浜市磯子区 

横浜市金沢地区センター 横浜市金沢区 



横浜市釜利谷地区センター 

横浜市富岡並木地区センター 

横浜市能見台地区センター 

横浜市六浦地区センター 

横浜市菊名地区センター 

横浜市篠原地区センター 

横浜市城郷小机地区センター 

横浜市綱島地区センター 

横浜市新田地区センター 

横浜市日吉地区センター 

横浜市港北区 

横浜市十日市場地区センター 

横浜市長津田地区センター 

横浜市中山地区センター 

横浜市白山地区センター 

横浜市緑区 

横浜市美しが丘西地区センター 

横浜市大場みすずが丘地区センター 

横浜市奈良地区センター 

横浜市藤が丘地区センター 

横浜市山内地区センター 

横浜市若草台地区センター 

横浜市青葉区 

横浜市北山田地区センター 

横浜市都筑地区センター 

横浜市中川西地区センター 

横浜市仲町台地区センター 

横浜市都筑区 

横浜市踊場地区センター 

横浜市上矢部地区センター 

横浜市大正地区センター 

横浜市戸塚地区センター 

横浜市東戸塚地区センター 

横浜市舞岡地区センター 

横浜市戸塚区 

横浜市上郷地区センター 

横浜市豊田地区センター 

横浜市本郷地区センター 

横浜市栄区 



横浜市上飯田地区センター 

横浜市下和泉地区センター 

横浜市立場地区センター 

横浜市中川地区センター 

横浜市泉区 

横浜市阿久和地区センター 

横浜市瀬谷地区センター 

横浜市中屋敷地区センター 

横浜市瀬谷区 

 

2 コミュニティハウス 

名称 位置 

横浜市潮田公園コミュニティハウス 

横浜市鶴見市場コミュニティハウス 

横浜市鶴見中央コミュニティハウス 

横浜市鶴見区 

横浜市幸ケ谷公園コミュニティハウス 横浜市神奈川区 

横浜市戸部コミュニティハウス 横浜市西区 

横浜市中本牧コミュニティハウス 横浜市中区 

横浜市浦舟コミュニティハウス 

横浜市別所コミュニティハウス 

横浜市蒔田コミュニティハウス 

横浜市六ツ川一丁目コミュニティハウス 

横浜市睦コミュニティハウス 

横浜市南区 

横浜市上大岡コミュニティハウス 

横浜市桜道コミュニティハウス 

横浜市日野南コミュニティハウス 

横浜市港南区 

横浜市権太坂コミュニティハウス 

横浜市桜ケ丘コミュニティハウス 

横浜市常盤台コミュニティハウス 

横浜市保土ケ谷区 

横浜市上白根コミュニティハウス 

横浜市鶴ケ峰コミュニティハウス 

横浜市旭区 

横浜市滝頭コミュニティハウス 横浜市磯子区 

横浜市並木コミュニティハウス 

横浜市柳町コミュニティハウス 

横浜市金沢区 

横浜市菊名コミュニティハウス 横浜市港北区 



横浜市師岡コミュニティハウス 

横浜市霧が丘コミュニティハウス 横浜市緑区 

横浜市青葉台コミュニティハウス 横浜市青葉区 

横浜市倉田コミュニティハウス 横浜市戸塚区 

横浜市飯島コミュニティハウス 横浜市栄区 

横浜市新橋コミュニティハウス 

横浜市中田コミュニティハウス 

横浜市泉区 

 

3 集会所 

名称 位置 

横浜市幸ケ谷集会所 

横浜市松見集会所 

横浜市神奈川区 

横浜市平沼集会所 横浜市西区 

横浜市上台集会所 横浜市中区 

横浜市しらゆり集会所 横浜市泉区 

別表第2(第5条第2項) 

地区センター 老人福祉センター 

横浜市寺尾地区センター 横浜市鶴寿荘 

横浜市南地区センター 横浜市南寿荘 

横浜市磯子地区センター 横浜市喜楽荘 

横浜市都筑地区センター 横浜市つづき緑寿荘 

横浜市瀬谷地区センター 横浜市瀬谷和楽荘 

 

 



4 スポーツ会館 

名称 位置 

横浜市羽沢スポーツ会館 横浜市神奈川区 

横浜市六ツ川スポーツ会館 横浜市南区 

横浜市下野庭スポーツ会館 横浜市港南区 

横浜市瀬戸ケ谷スポーツ会館 横浜市保土ケ谷区 

横浜市本村スポーツ会館 横浜市旭区 

横浜市六浦スポーツ会館 横浜市金沢区 

横浜市小机スポーツ会館 横浜市港北区 

横浜市十日市場スポーツ会館 横浜市緑区 

横浜市新石川スポーツ会館 横浜市青葉区 

横浜市大熊スポーツ会館 

横浜市東山田スポーツ会館 

横浜市都筑区 

 

別表第3（第5条第7項、第13条第1項） 

   名      称    担     任     事     務 

横浜市鶴見区地区センター及び 

横浜市鶴寿荘指定管理者選定委 

員会 

 鶴見区に所在する地区センター及び横浜市鶴寿荘 

の指定管理者の候補者の選定等についての調査審議 

に関する事務  

横浜市神奈川区地区センター指 

定管理者選定委員会  

 神奈川区に所在する地区センターの指定管理者の 

候補者の選定等についての調査審議に関する事務   

横浜市西区地区センター指定管 

理者選定委員会   

 西区に所在する地区センターの指定管理者の候補 

者の選定等についての調査審議に関する事務    

横浜市中区地区センター指定管 

理者選定委員会   

 中区に所在する地区センターの指定管理者の候補 

者の選定等についての調査審議に関する事務 

横浜市南区地区センター及び横 

浜市南寿荘指定管理者選定委員 

会   

 南区に所在する地区センター及び横浜市南寿荘の 

指定管理者の候補者の選定等についての調査審議に 

関する事務 

横浜市港南区地区センター指定 

管理者選定委員会 

 港南区に所在する地区センターの指定管理者の候 

補者の選定等についての調査審議に関する事務  

横浜市保土ケ谷区地区センター 

指定管理者選定委員会   

 保土ケ谷区に所在する地区センターの指定管理者 

の候補者の選定等についての調査審議に関する事務 

横浜市旭区地区センター指定管 

理者選定委員会   

 旭区に所在する地区センターの指定管理者の候補 

者の選定等についての調査審議に関する事務 



横浜市磯子区地区センター及び 

横浜市喜楽荘指定管理者選定委 

員会 

 磯子区に所在する地区センター及び横浜市喜楽荘 

の指定管理者の候補者の選定等についての調査審議 

に関する事務  

横浜市金沢区地区センター指定 

管理者選定委員会 

 金沢区に所在する地区センターの指定管理者の候 

補者の選定等についての調査審議に関する事務 

横浜市港北区地区センター指定 

管理者選定委員会 

 港北区に所在する地区センターの指定管理者の候 

補者の選定等についての調査審議に関する事務  

横浜市緑区地区センター指定管 

理者選定委員会   

 緑区に所在する地区センターの指定管理者の候補 

者の選定等についての調査審議に関する事務 

横浜市青葉区地区センター指定 

管理者選定委員会 

 青葉区に所在する地区センターの指定管理者の候 

補者の選定等についての調査審議に関する事務  

横浜市都筑区地区センター及び 

横浜市つづき緑寿荘指定管理者 

選定委員会 

 都筑区に所在する地区センター及び横浜市つづき 

緑寿荘の指定管理者の候補者の選定等についての調 

査審議に関する事務  

横浜市戸塚区地区センター指定 

管理者選定委員会 

 戸塚区に所在する地区センターの指定管理者の候 

補者の選定等についての調査審議に関する事務  

横浜市栄区地区センター指定管 

理者選定委員会   

 栄区に所在する地区センターの指定管理者の候補 

者の選定等についての調査審議に関する事務 

横浜市泉区地区センター指定管 

理者選定委員会   

 泉区に所在する地区センターの指定管理者の候補 

者の選定等についての調査審議に関する事務 

横浜市瀬谷区地区センター及び 

横浜市瀬谷和楽荘指定管理者選 

定委員会   

 瀬谷区に所在する地区センター及び横浜市瀬谷和 

楽荘の指定管理者の候補者の選定等についての調査 

審議に関する事務 

 

 

別表第4（第8条第1項、第9条第1項及び第2項） 

施設 

種別 面積 

単位 利用料金 

50平方メートル以下 円

230

50平方メートルを超え100平方メートル以

下 

460

会議室 

100平方メートルを超え150平方メートル

以下 

1時間につき 

690



150平方メートルを超え200平方メートル

以下 

920

50平方メートル以下 230

50平方メートルを超え100平方メートル以

下 

460

100平方メートルを超え150平方メートル

以下 

690

和室 

150平方メートルを超え200平方メートル

以下 

同 

920

50平方メートル以下 230工芸室 

50平方メートルを超え100平方メートル以

下 

同 

460

50平方メートル以下 270

50平方メートルを超え100平方メートル以

下 

530

音楽室 

100平方メートルを超え150平方メートル

以下 

同 

800

50平方メートル以下 270料理室 

50平方メートルを超え100平方メートル以

下 

同 

530

250平方メートル以下 300

250平方メートルを超え500平方メートル

以下 

600

体育室 

500平方メートルを超え750平方メートル

以下 

同 

900

グラウンド 同 1,000

テニスコート 1面、1時間につき 1,000

 

 



 

横浜市地区センター条例施行規則 

制 定 平成15年10月3日規則第93号 

最近改正 平成19年 9月規則第91号  

(趣旨) 

第1条 この規則は、横浜市地区センター条例(昭和48年6月横浜市条例第46号。以下「条

例」という。)の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

(開館時間) 

第2条 地区センターの開館時間は、午前9時から午後9時までとする。ただし、日曜日及

び国民の祝日に関する法律(昭和23年法律第178号)第3条に規定する休日における開館時

間は、午前9時から午後5時までとする。 

2 区長は、前項の規定にかかわらず、当該地区センターの利用状況等を考慮して、開館

時間を別に定めることができる。 

3 区長は、前2項の規定にかかわらず、特に必要があると認める場合は、開館時間を変更

することができる。 

 

(休館日) 

第3条 地区センターの休館日は、1月1日から1月4日まで及び12月28日から12月31日まで

とする。ただし、条例別表第1の2の表に掲げる地区センターにあっては、1月1日から1

月3日まで及び12月29日から12月31日までとする。 

2 区長は、前項の規定にかかわらず、特に必要があると認める場合は、休館日に開館し、

又は休館日以外の日に開館しないことができる。 

 

(指定管理者の公募) 

第4条 区長は、条例第5条第2項本文の規定により公募を行う場合は、あらかじめ、指定

管理者の指定の基準を定め、かつ、これを公にしておくものとする。 

2 区長は、前項の指定の基準を定めるに当たっては、地区センターが、地域住民が自主

的に活動し、及び相互の交流を深めることのできる場であることを考慮しなければなら

ない。 

 

(指定申請書の提出等) 

第5条 指定管理者の指定を受けようとするものは、指定申請書(別記様式)を区長に提出し

なければならない。 

2 前項の申請書には、条例第5条第3項に規定する事業計画書及び次に掲げる書類を添付

しなければならない。 

(1) 定款、寄附行為、規約その他これらに類する書類 



 

(2) 法人にあっては、当該法人の登記簿謄本 

(3) 前項の申請書を提出する日の属する事業年度の収支予算書及び事業計画書並びに

前事業年度の収支計算書及び事業報告書 

(4) 当該地区センターの管理に関する業務の収支予算書 

(5) その他区長が必要と認める書類 

 

(利用料金の後納) 

第6条 条例第8条第3項ただし書に規定する規則で定める場合は、国又は地方公共団体が

利用する場合とする。 

 

(利用料金の減免) 

第7条 条例第9条に規定する規則で定める場合は次の各号に掲げるとおりとし、免除する

利用料金の額は当該各号に定めるとおりとする。 

(1) 本市が主催し、又は共催する行事のために利用する場合 利用料金の全額 

(2) その他市長の承認を得て指定管理者が定める場合 市長の承認を得て指定管理者

が定める額 

 

(利用料金の返還) 

第8条 条例第10条ただし書に規定する規則で定める場合は次の各号に掲げるとおりとし、

返還する利用料金の額は当該各号に定めるとおりとする。 

(1) 条例第7条第1項の規定により許可を受けた者(次号において「利用者」という。)の

責めに帰することができない事由により条例別表第2に掲げる施設の利用ができなく

なった場合 既納の利用料金の全額 

(2) 利用者が利用日の7日前までに利用の許可の取消しを申し出た場合 既納の利用料

金の全額 

 

(委任) 

第9条 この規則の施行に関し必要な事項は、市民活力推進局長が定める。 

 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

（中略） 

附 則(平成19年9月規則第91号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

 



 

別記様式(第5条第1項) 

指定申請書 

 

年  月  日  

 

 (申請先) 

 横浜市  区長 

 

所在地        

申請者 団体名        

代表者氏名        

 

  

 次の地区センターの指定管理者の指定を受けたいので、申請します。 

 

  

地区センター        

横浜市      コミュニティハウス        

集会所        

スポーツ会館        

 

  

  

  

  

 (注意)申請に際しては、次の書類を添付してください。 

 (1) 事業計画書 

 (2) 定款、寄附行為、規約その他これらに類する書類 

 (3) 法人にあっては、当該法人の登記簿謄本 

 (4) 指定申請書を提出する日の属する事業年度の収支予算書及び事業計画書並びに前

事業年度の収支計算書及び事業報告書 

 (5) 当該地区センターの管理に関する業務の収支予算書 

(6) その他区長が必要と認める書類 



（ 様式２ ）

平成２ ５ 年度地区セン タ ー利用状況（ 団体＋個人利用） 施 設 名 中村地区センタ ー

入館者数( 人) 利用層別利用数( 人)

男性 女性 合計( Ａ ） 幼児 小学生 中学生 高校生 大学生等
一般

( 男性)
一般

( 女性)
65歳以上
（ 男性）

65歳以上
（ 女性）

合　 　 計

４ 月 29 3, 082 3, 972 7, 054 485 904 695 229 57 993 2, 043 639 1, 009 7, 054 7, 432 95%
５ 月 30 3, 180 4, 091 7, 271 498 775 501 373 112 1, 226 2, 234 631 921 7, 271 7, 894 92%
６ 月 29 3, 615 4, 064 7, 679 520 1, 007 638 306 102 1, 429 2, 198 593 886 7, 679 8, 048 95%
７ 月 30 3, 860 4, 795 8, 655 632 1, 310 504 421 103 1, 360 2, 569 713 1, 043 8, 655 8, 397 103%
８ 月 30 3, 674 4, 346 8, 020 593 1, 282 567 226 114 1, 499 2, 202 634 903 8, 020 7, 728 104%
９ 月 29 4, 043 5, 058 9, 101 736 1, 640 731 301 100 1, 436 2, 370 735 1, 052 9, 101 8, 897 102%

上半期計 177 21, 454 26, 326 47, 780 3, 464 6, 918 3, 636 1, 856 588 7, 943 13, 616 3, 945 5, 814 47, 780 48, 396 99%
１ ０ 月 30 4, 079 4, 832 8, 911 782 1, 294 788 309 57 1, 436 2, 525 694 1, 026 8, 911 8, 947 100%
１ １ 月 29 3, 416 4, 580 7, 996 604 1, 038 772 285 51 1, 120 2, 389 721 1, 016 7, 996 8, 597 93%
１ ２ 月 26 3, 279 4, 077 7, 356 569 948 603 373 72 1, 078 2, 083 609 1, 021 7, 356 6, 990 105%
１ 月 26 2, 977 4, 002 6, 979 584 928 547 219 62 1, 064 2, 115 568 892 6, 979 7, 277 96%
２ 月 27 3, 409 4, 029 7, 438 537 1, 043 763 410 88 1, 106 2, 135 514 842 7, 438 7, 353 101%
３ 月 30 4, 246 5, 155 9, 401 613 1, 535 938 383 111 1, 489 2, 644 737 951 9, 401 9, 154 103%

下半期計 168 21, 406 26, 675 48, 081 3, 689 6, 786 4, 411 1, 979 441 7, 293 13, 891 3, 843 5, 748 48, 081 48, 318 100%

年間合計 345 42, 860 53, 001 95, 861 7, 153 13, 704 8, 047 3, 835 1, 029 15, 236 27, 507 7, 788 11, 562 95, 861 96, 714 99%

変更→ ↓「 児童書」 には「 蔵書数-一般書」 の計算式が入っ ています。

蔵書数 児童書 一般書

区内 区外 市外 合　 　 計
体育室
( 人)

図書ｺ ﾅーー
( 人)

図書貸出
冊　 数

計( 冊) 　 　 ( 冊)  　 ( 冊)

４ 月 5, 774 1, 145 135 7, 054 2, 365 1, 609 1, 256 8, 087 2, 183 5, 904
５ 月 5, 843 1, 216 212 7, 271 2, 434 1, 514 1, 196 8, 172 2, 214 5, 958
６ 月 5, 979 1, 494 206 7, 679 2, 664 1, 579 1, 151 8, 267 2, 244 6, 023
７ 月 6, 576 1, 815 264 8, 655 2, 855 2, 053 1, 327 8, 307 2, 266 6, 041
８ 月 6, 255 1, 604 161 8, 020 2, 678 2, 044 1, 313 8, 347 2, 270 6, 077
９ 月 7, 132 1, 694 275 9, 101 2, 836 1, 705 1, 159 8, 396 2, 290 6, 106

上半期計 37, 559 8, 968 1, 253 47, 780 15, 832 10, 504 7, 402
１ ０ 月 6, 943 1, 779 189 8, 911 3, 095 1, 773 1, 258 8, 444 2, 294 6, 150
１ １ 月 6, 149 1, 677 170 7, 996 2, 768 1, 790 1, 153 8, 491 2, 309 6, 182
１ ２ 月 5, 650 1, 550 156 7, 356 2, 564 1, 474 969 8, 522 2, 326 6, 196
１ 月 5, 485 1, 333 161 6, 979 2, 336 1, 534 1, 025 8, 544 2, 330 6, 214
２ 月 5, 940 1, 364 134 7, 438 2, 552 1, 423 899 8, 564 2, 334 6, 230
３ 月 7, 224 1, 783 394 9, 401 3, 117 1, 728 985 8, 614 2, 352 6, 262

下半期計 37, 391 9, 486 1, 204 48, 081 16, 432 9, 722 6, 289 0
0

年間合計 74, 950 18, 454 2, 457 95, 861 32, 264 20, 226 13, 691

月別
開館日数
（ 日）

前年度
合計( Ｂ )

前年比( %)
Ａ ／Ｂ

月別
居住区別利用数( 人) その他利用数



（様式１０）
平成25年度

中村地区センター　収支決算書

(単位：円）
当初予算額

（A）
補正額
（B）

予算現額
（C=A+B）

決算額
（D）

差引
（C-D）

説明

31,850,000 31,850,000 31,850,000 0 横浜市より
2,853,000 2,853,000 4,097,720 -1,244,720
335,000 335,000 280,000 55,000

1,250,000 0 1,250,000 1,208,300 41,700
36,288,000 0 36,288,000 37,436,020 -1,148,020

当初予算額
（A）

補正額
（B）

予算現額
（C=A+B）

中村
差引
（C-D）

説明

人件費 21,457,000 0 21,457,000 21,427,019 29,981
給与・賃金 18,431,000 18,431,000 18,432,527 -1,527
社会保険料 1,525,000 1,525,000 1,637,281 -112,281
通勤手当 1,337,000 1,337,000 1,247,150 89,850
健康診断費 146,000 146,000 92,061 53,939
勤労者福祉共済掛金 18,000 18,000 18,000 0

事務費 1,600,000 0 1,600,000 1,331,542 268,458
旅費 6,000 6,000 4,980 1,020
消耗品費 1,100,000 1,100,000 862,831 237,169
会議賄い費 10,000 10,000 5,540 4,460
印刷製本費 20,000 20,000 0 20,000
通信費 140,000 140,000 142,411 -2,411
使用料及び賃借料 50,000 50,000 0 50,000
備品購入費 100,000 100,000 0 100,000
図書購入費 100,000 100,000 88,810 11,190
施設賠償責任保険 31,000 31,000 24,760 6,240
職員等研修費 8,000 8,000 14,840 -6,840
振込手数料 15,000 15,000 13,085 1,915
リース料 0 0 0
手数料 10,000 10,000 50,400 -40,400
地域協力費 10,000 10,000 23,000 -13,000
その他 0 100,885 -100,885

事業費 1,000,000 0 1,000,000 1,000,550 -550
自主事業費 1,000,000 1,000,000 1,000,550 -550

管理費 8,807,000 0 8,807,000 8,661,316 145,684
光熱水費 4,538,000 0 4,538,000 4,425,574 112,426
清掃費 770,000 770,000 769,535 465
修繕費 600,000 600,000 567,073 32,927
機械警備費 315,000 315,000 315,000 0
設備保全費 2,584,000 0 2,584,000 2,584,134 -134
共益費 0 0 0

公租公課 1,223,000 1,223,000 1,110,569 112,431
事務経費 1,250,000 1,250,000 2,526,189 -1,276,189
ニーズ対応費 951,000 951,000 1,378,835 -427,835

36,288,000 0 36,288,000 37,436,020 -1,148,020

0 0 0 0

収入の部

科目

指定管理料
利用料金収入
自主事業収入
雑入

収入合計
支出の部

科目

支出合計

差引
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横浜市中村地区センターの指定管理業務に関する基本協定書（素案） 

 
 
横浜市南区長（以下「設置者」という。）と横浜市中村地区センター（以下「地区センター」という。）

の指定管理者（以下「指定管理者」という。）として指定された○○（以下「指定団体」という。）は、

次のとおり、指定管理者が行う業務（以下「本業務」という。）に関し、この基本協定（以下「本協定」

という。）を締結する。 
 
 

第１章 総則 
 
（本協定の目的） 
第１条 本協定は、設置者と指定団体が相互に協力し、本業務を適正かつ円滑に実施するために必要な

事項を定めることを目的とする。 
（公共性の趣旨の尊重） 
第２条 指定団体は、地区センターの設置目的、指定管理者の指定の意義及び本業務の実施にあたって

求められる公共性を十分に理解し、その趣旨を尊重するものとする。 
（透明性の確保及び説明責任） 
第３条 設置者及び指定団体は、公の施設が住民の福祉の増進を目的に設置したものであることを踏ま

え、利用者をはじめとした住民ニーズの把握及びこれを十分に反映した施設運営が実現できるように

努めるとともに、市民に必要な情報提供等を行うなど、施設の管理運営について透明性の確保を図り、

説明責任を果たすものとする。 
（信義誠実の原則） 
第４条 設置者及び指定団体は、互いに協力し信義を重んじ、対等な関係に立って本協定を誠実に履行

しなければならない。 
（管理物件） 
第５条 本業務の対象となる物件（以下「管理物件」という。）は、管理施設と管理物品からなる。 
２ 管理施設は次のとおりとする。 

(1) 名称  横浜市中村地区センター 
(2) 所在地 横浜市南区中村町４丁目２７０番地 

３ 管理物品の内容は、設置者が別途示す備品台帳のとおりとする。 
４ 指定団体は、善良なる管理者の注意をもって管理物件を管理しなければならない。 
（指定期間） 
第６条 指定団体の本業務遂行期間（以下「指定期間」という。）は、平成 27 年４月１日から平成 32

年 3 月 31 日までとする。 
２ 本業務に係る会計年度は、毎年 4 月 1 日から翌年 3 月 31 日までとする。 
（法令の遵守） 

※この基本協定書は素案であり、最終的な内容は、指定候補者に提示し、協議の上決定します。 
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第７条 指定団体は、本協定に従い、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）、横浜市地区センター条例

（以下「条例」という。）及び横浜市地区センター条例施行規則（以下「規則」という。）その他の関

係する法令等を遵守し、本業務を遂行しなければならない。 
２ 指定期間中に前項に規定する法令等に改正があった場合は、改正された内容を本協定の仕様とする。 
（本業務の実施） 
第８条 設置者及び指定団体は、本協定及び本協定に基づき設置者と指定団体が指定期間中に毎年度締

結する協定（以下「年度協定」という。）のほか、次の各規程に従って本業務を実施するものとする。 
(1) 横浜市中村地区センター指定管理者公募要項（以下「公募要項」という。） 
(2) 横浜市中村地区センター指定管理業務仕様書及び横浜市中村地区センター指定管理業務特記仕

様書（以下「仕様書等」という。） 
(3) 横浜市○○質問及び公募説明会での質問への回答（平成○年○月○日付）（以下「質問回答書」

という。） 
(4) 指定団体の提案した、横浜市中村地区センター指定管理者事業計画書及び収支予算書（以下「提

案書」という。） 
（本協定以外の規程の適用関係） 
第９条 前条に掲げる各規程の間に解釈上の矛盾又は齟齬が生じた場合、本協定、年度協定、質問回答

書、公募要項、仕様書等、提案書の順に解釈が優先されるものとする。 
２ 前項の規定にかかわらず、提案書にて仕様書等を上回る水準が提案され、設置者指定団体協議の上

実施を決定したものについては、これを優先するものとする。 
３ 前条第１項各号に掲げる規程の記載内容の解釈に疑義が生じた場合には、設置者及び指定団体は、

協議の上、記載内容に関する事項を決定するものとする。 
 
 

第２章 本業務の範囲と実施条件 
 
（本業務の範囲） 
第 10 条 本業務の範囲は次のとおりとする。 

(1) 地区センターの施設の利用の許可等に関すること。 
(2) 地区センターの運営に関すること。 
(3) 条例第２条第２項に規定する事業の実施等に関すること。 
(4) 地区センターの施設及び設備の維持管理に関すること。 
(5) 前各号に掲げるもののほか、設置者が必要と認める業務 

２ 前項各号に掲げる業務の細目は、本協定及び第８条にある各規程に定めるとおりとする。 
（附帯的業務） 
第 11 条 指定団体は、本施設の設置目的に合致し、かつ本業務の実施を妨げない範囲において、指定

団体の責任と費用により、本業務の実施効果を高める附帯的サービスを本業務の一環として実施する

ことができる。 
２ 指定団体は、前項の業務を実施する場合は、設置者に対して実施計画書を提出し、事前に設置者の

承認を受けなくてはならない。この場合、設置者と指定団体は必要に応じ協議を行うものとする。 
３ 指定団体は、第１項の業務のために、管理施設の一部を、地方自治法第 238 条の４第７項に定める
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目的外使用として使用する場合、横浜市長（以下「市長」という。）に行政財産の目的外使用の申請

をしなければならない。 
（設置者が行う業務の範囲） 
第 12 条 次の業務については、設置者が自らの責任と費用において実施するものとする。 

(1) 第 21 条第１項に定める管理施設の改修、増築、移設業務 
(2) 第 21 条第２項に定める 1 件 60 万円（消費税及び地方消費税を含む）以上の修繕業務 
(3) 管理施設の目的外使用許可 
(4) その他設置者が必要と認める業務 

２ 指定団体は、設置者が行う業務について、その実施のため協力しなければならない。 
（近隣対策） 
第 13 条 指定団体は、本業務を遂行するにあたり、自己の責任及び費用において、本業務の遂行のた

めに合理的に要求される範囲で騒音や利用者による迷惑行為に関し近隣対策を実施するものとする。 
（業務内容の変更等） 
第 14 条 本協定で定める内容について、特段の事情により変更等をしなければならない場合、設置者

及び指定団体は、誠実に協議の上、定めるものとする。 
２ 業務内容の変更及びそれに伴う指定管理料の変更等については、前項の協議において決定するもの

とする。 
 
 

第３章 本業務の実施 
 
（開業準備） 
第 15 条 指定団体は、指定期間の開始日に先立ち、本業務の実施に必要な資格者及び人材を確保し、

必要な研修等を行わなければならない。 
２ 指定団体は本業務を遂行するために必要な許認可を、指定団体の責任及び費用において取得する。

また、指定団体が設置者に対して、許認可の取得及び届出等に関する協力を求めた場合には、設置者

は協力に努めることとする。 
３ 指定団体は、必要と認める場合には、指定期間の開始日に先立ち、設置者に対して管理施設の視察

を申し出ることができるものとする。 
４ 設置者は、指定団体から前項の申出を受けた場合、合理的な理由のある場合を除いて、その申出に

応じなければならない。 
（利用の許可） 
第 16 条 指定団体は、条例、規則及び行政手続条例、行政事件訴訟法、行政不服審査法等の規定に従

い利用の許可に関する業務を行うものとする。 
２ 指定団体は、利用の許可を行うに当たり疑義がある場合には、設置者と協議するものとする。 
３ 指定団体は、設置者が示す基準に従い施設の優先利用を認めることができる。 
（利用者への指導、助言等） 
第 17 条 指定団体は、利用者の安全で適切な利用のため、利用の相談・問合せ、利用の申込、事前打

合せ及び施設利用等の機会を通じ、必要な指導、助言等を行うものとする。 
（休館日と開館時間の変更） 
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第 18 条 指定団体は、休館日又は開館時間の変更を必要とする場合は、設置者に変更を申し出ること

ができる。 
２ 設置者は、前項の申出を受けたときは、特に必要があると認める場合、規則第２条第２項、第３項

又は第３条第２項の規定に基づき、休館日又は開館時間の変更を行うものとする。 
（施設管理） 
第 19 条 指定団体は、施設を良好な状態に保ち、利用者の用に供しなければならない。 
２ 指定団体は、あらかじめ維持管理計画書を作成し、設置者に提出するものとする。 
３ 指定団体は、本物件の建物及び設備の適切な管理を行うため、関係法令に従い保守点検を行うほか、

施設の破損及び汚損に対する予防保全に努め、日常の点検を行うものとし、不具合を発見した際には、

速やかに設置者に報告するものとする。 
４ 指定団体は、前項の不具合を発見した際には、施設の運営に支障をきたさないよう直ちに保全措置

をし、その結果を速やかに設置者に報告するものとする。 
５ 指定団体は、設置者が示す「維持保全の手引き」及び「施設管理者点検マニュアル」に基づき、施

設・設備の定期的な点検を行い、結果について区への報告を行わなければならない。 

６ 指定団体は、併設施設との間で施設管理に関する覚書に定めのある場合、保守点検等については、

その覚書に従って実施するものとし、また、施設管理に係る経費についても、その覚書に従って負担、

支出するものとする。 
（電気主任技術者の選任及び届出等） 
第 19 条の２ 指定団体は、本施設の自家用電気工作物の保安の監督をさせるため、電気主任技術者を

選任し、所轄庁に届け出るものとする。 
２ 指定団体は、本施設の自家用電気工作物について、電気事業法第 39 条第１項（技術基準の遵守）

の義務を果たすものとする。 
３ 設置者は、自家用電気工作物の工事、維持及び運用の保安を確保するに当たり、指定団体が選任す

る電気主任技術者の意見を尊重する。 
４ 設置者及び指定団体は、自家用電気工作物の工事、維持及び運用に従事する者に、電気主任技術者

がその保安のためにする指示に従うように確約させる。 
５ 設置者及び指定団体は、電気主任技術者として選任する者に、当該自家用電気工作物の工事、維持

及び運用に関する保管監督業務を、誠実に行うことを確約させる。 
６ 指定団体は、併設施設との管理区分上、自家用電気工作物が共有部分に該当する場合は、第１項か

ら前項までの内容について、他の施設との間で協力し適正に管理を行うものとする。 
（第三者による実施） 
第 20 条 指定団体は、本業務の全部を第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。 
２ 指定団体は、事前に設置者の承諾を受けた場合、本業務の一部を第三者に委託し、又は請け負わせ

ることができる。 
３ 指定団体が、本業務の一部を第三者に委託し、又は請け負わせる場合、すべて指定団体の責任及び

費用において行うものとし、この第三者の責めに帰すべき事由により生じた損害及び増加費用につい

ては、すべて指定団体の責めに帰すべき事由により生じた損害及び増加費用とみなして、指定団体が

負担するものとする。 
（管理施設の改修等） 
第 21 条 管理施設の改修、増築、移設業務については、設置者が自己の費用と責任において実施する
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ものとする。ただし、設置者の承認を得た場合、指定団体は、これらの業務を自己の費用と責任にお

いて実施することができる。 
２ 管理施設の修繕については、1 件につき 60 万円（消費税及び地方消費税を含む。）以上のものにつ

いては設置者が自己の費用と責任において実施するものとし、1 件につき 60 万円（消費税及び地方

消費税を含む。）未満のものについては指定団体が自己の費用と責任において実施するものとする。

ただし、指定期間終了後の買収は求めないことを条件に、設置者との協議に基づき執行する場合はこ

の限りではない。 
（防災等） 
第 22 条 指定団体は、防災、防犯及び事故等の予防のため、あらかじめ具体的計画を記載したマニュ

アルを作成するなど、防災等のための体制を整えなければならない。 
２ 指定団体は、本業務を遂行するにあたり、防火管理者を選任した上で消防計画書を作成し、所轄の

消防署に届出を行うものとする。 
（緊急時の対応） 
第 23 条 指定団体は、あらかじめ災害、事件、事故、急病等の緊急時対応マニュアルを作成するなど

緊急事態に備えなければならない。 
２ 指定団体は、本業務の実施に関連して事故や災害等の緊急事態が発生した場合、速やかに必要な措

置を講じるとともに、設置者を含む関係者に対して緊急事態発生の旨を通報しなければならない。 
３ 事故等が発生した場合、指定団体は設置者と協力して事故等の原因調査にあたるものとする。 
（災害時等の施設の使用及び体制整備） 
第 24 条 指定団体は、横浜市震災対策条例（平成 10 年 2 月横浜市条例第 1 号）第 8 条に定める事業者

としての基本的責務並びに横浜市防災計画及び南区防災計画に基づく本施設の管理者としての責務

を果たさなければならない。 
２ 指定団体は、災害等の発生時における設置者による本施設の使用に関して、設置者との間で「災害

時等における施設利用の協力に関する協定」（以下「災害時協定」という。）を締結し、災害等の発生

時には当該協定に基づき適切に対応しなければならない。 

３ 指定団体は、設置者が示す「指定管理者災害対応の手引き」（以下「災害対応手引き」という。）に

基づき、災害等発生時の体制を整備するものとする。 

４ 指定団体は、災害等の発生時には、「災害時協定」及び「災害対応手引き」に規定のない事項であ

っても、被災者の援助活動等に関して設置者が協力を求めた場合には、設置者に協力するよう努める

ものとする。 
（情報の適正管理） 
第 25 条 指定団体又は本業務に従事する者は、個人情報の保護に関する法律（平成 15 年５月 30 日法

律第 57 号）、横浜市個人情報の保護に関する条例（平成 17 年２月 25 日横浜市条例第６号）及び別記

「個人情報取扱特記事項」の規定を遵守し、本業務の実施に関して知り得た個人情報の漏洩、滅失及

びき損等の事故の防止その他の個人情報の適正な管理のために必要な措置を講じなければならない。 
２ 指定団体が、個人情報の保護に関する法律第２条第３項の「個人情報取扱事業者」である場合は、

同法の定める義務規定を遵守しなければならない。 

３ 指定団体又は本業務に従事する者は、本業務の実施によって知り得た秘密及び横浜市の行政事務等

で一般に公開されていない事項を外部へ漏らし、又は他の目的に使用してはならない。指定期間が満

了し、若しくは指定を取り消された後においても同様とする。 
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４ 指定団体は、第 20 条に基づき本業務の一部を第三者に委託し、又は請け負わせる場合、その委託

先又は請負先に対しても、その業務にあたり前２項の規定を遵守する必要があることを周知しなくて

はならない。 
５ 指定団体は、本業務に関する情報の公開について、設置者が示す「情報公開に関する標準規程」に

準拠して「情報公開規程」を作成し、これに基づき適切な対応をしなければならない。 

（人権の尊重） 
第 26 条 指定団体は、本業務の実施にあたっては、利用者等の人権を最大限尊重するとともに、業務

従事者に対して人権に関する研修を各年度１回以上実施するよう努めなければならない。 
 
 

第４章 備品の取扱 
 
（指定団体による備品の管理等） 
第 27 条 指定団体は、本業務の用に供するため、別添「備品台帳」に示す管理物品（以下「備品（Ⅰ

種）」という。）を、管理する。 
２ 指定団体は、指定期間中、備品（Ⅰ種）を常に良好な状態に保つものとする。 
３ 備品（Ⅰ種）が経年劣化等により本業務実施の用に供することが出来なくなった場合、設置者指定

団体双方協議の上、必要に応じて当該備品を修繕又は購入若しくは調達するものとする。 
４ 前項の修繕等は、第 21 条第２項の規定に準じ行うものとする。 
５ 指定団体は、故意又は過失により備品（Ⅰ種）を毀損滅失したときは、設置者との協議により、必

要に応じて設置者に対しこれを弁償又は自己の費用で当該物と同等の機能及び価値を有するものを

購入又は調達しなければならない。 
６ 指定団体が本業務会計において購入した備品については、備品（Ⅰ種）として備品台帳に登載する

ものとし、その帰属は設置者のものとする。 
７ 指定団体は、指定期間中、備品（Ⅰ種）を本業務遂行のためにのみ使用するものとし、第三者に権

利を譲渡し、又は施設での利用以外の目的で貸与してはならない。 
（指定団体による備品の購入等） 
第 28 条 指定団体は、前条に定めるもののほか、指定団体の負担により指定団体の所有に属する備品

（以下「備品（Ⅱ種）」という。）を購入又は調達した場合、設置者が示す備品台帳とは別に管理する

こととする。 
 
 

第５章 業務実施状況の確認等 
 
（事業計画書） 
第 29 条 指定団体は、提案書を踏まえ、別途定める様式により次年度の事業計画書を設置者と協議の

上作成し、毎年度設置者が指定する期日までに提出しなければならない。 
２ 設置者及び指定団体は、前項の事業計画書の内容を変更しようとするときは、設置者と指定団体の

協議により決定するものとする。 
（収支予算書） 
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第 30 条 指定団体は、提案書を踏まえ、別途定める様式により次年度の収支予算書を設置者と協議の

上作成し、毎年度設置者が指定する期日までに提出しなければならない。 
（事業報告書） 
第 31 条 指定団体は、毎年度終了後２ヶ月以内に事業報告書を別途定める様式により提出し、設置者

の確認を得なければならない。 
２ 指定団体は設置者が年度途中において指定団体に対する指定管理者の指定を取り消した場合には、

指定が取り消された日から 30 日以内に当該年度の当該日までの間の事業報告書を提出しなければな

らない。 
３ 設置者は、必要があると認めるときは、事業報告書の内容又はそれに関連する事項について、指定

団体に対して報告又は説明を求めることができるものとする。 
（収支決算書） 
第32条 指定団体は、毎年度設置者が指定する期日までに収支決算書を別途定める様式により提出し、

設置者の確認を得なければならない。 
２ 指定団体は設置者が年度途中において指定団体に対する指定管理者の指定を取り消した場合には、

指定が取り消された日から 30 日以内に当該年度の当該日までの間の収支決算書を提出しなければな

らない。 
３ 設置者は、必要があると認めるときは、収支決算書の内容又はそれに関連する事項について、指定

団体に対して報告又は説明を求めることができるものとする。 
（業務実施状況等の公表） 
第 33 条 設置者は、第 29 条から第 32 条に定める事業計画書、収支予算書、事業報告書及び、収支決

算書を公表するものとする。 
２ 指定団体は、本業務を終了するまでの間、第 29 条から第 32 条に定める事業計画書、収支予算書、

事業報告書及び、収支決算書の写しを保管し、市民からの求めがあったときは、施設窓口において閲

覧に供しなければならない。 
（利用統計） 
第 34 条 指定団体は、施設の利用者に係る利用統計を作成し、毎月終了後設置者が指定する日までに

提出しなければならない。 
（地区センター委員会） 
第 35 条 指定団体は、地域の代表や利用者、公募による市民などで構成する地区センター委員会を設

置しなければならない。 
２ 指定団体は、地区センター委員会を開催し、その意見等を施設の運営に取り入れるものとする。 
（利用者会議） 
第 36 条 指定団体は、利用者代表からなる利用者会議を開催しなくてはならない。 
２ 指定団体は、利用者の意見等を施設の運営に取り入れるものとする。 
（意見・要望対応） 
第 37 条 指定団体はご意見ダイヤルその他により利用者から寄せられる意見・要望に十分応えること

のできる体制を整えなければならない。 
２ 指定団体は意見・要望の対応結果について公表しなければならない。 
（自己評価） 
第 38 条 指定団体は、本業務の遂行について、地区センター委員会、利用者会議又は利用者アンケー
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トその他必要な方法により、年 1 回以上、地域及び利用者からの意見・要望に基づく自己評価を行わ

なければならない。 
２ 指定団体は、市民及び利用者等に対する調査を実施しようとする場合には、事前に設置者にその旨

を通知するものとする。設置者は、この調査に立ち会うことができるものとする。 
３ 指定団体は、第1項に基づく自己評価を行った場合、その結果を設置者に報告しなければならない。 
４ 指定団体は、第 1 項に基づく自己評価の結果必要があると認められる場合、設置者と協議の上業務

の改善策を検討するとともに、速やかに実行し、その結果を設置者に報告しなければならない。 
５ 指定団体は、自己評価の結果及び改善結果を公表しなければならない。 

（第三者評価） 
第 39 条 指定団体は、施設の管理運営に関し評価、検証等を行うことを目的として、設置者が指定す

る方式による第三者評価（以下「第三者評価」という。）を、指定期間の２年目又は３年目のいずれ

かのうち設置者指定団体の協議により定める時期に、１回受審しなければならない。 
２ 第三者評価に係る費用は、指定団体が負担するものとする。 
３ 指定団体は、第三者評価を行った場合、その結果を設置者に報告しなければならない。 
４ 設置者は、第三者評価の結果を公表するものとする。 
５ 指定団体は、第三者評価の結果、業務の遂行について改善すべき点等が指摘された場合、設置者と

協議の上業務の改善策を検討するとともに、速やかに実行し、その結果を設置者に報告しなければな

らない。 
６ 指定団体は、第三者評価の結果及び改善結果を公表しなければならない。 

（業務実施状況の点検） 
第 40 条 設置者は、本業務の実施状況を確認するため、指定団体に対し定期に又は必要に応じ書面に

より報告を求め、点検を行うものとする。 
２ 設置者は、前項の点検のため必要があると認める場合には、指定団体に対し本業務の実施状況や本

業務に係る経費の収支状況等について説明を求め、又は管理施設へ随時立ち入って実施状況を調査す

ることができるものとする。 
３ 指定団体は、設置者から前項の説明又は調査の申出を受けた場合は、合理的な理由がある場合を除

いてその申出に応じなければならない。 
（設置者による業務の改善指示） 
第 41 条 前条の業務点検の結果、指定団体による業務実施状況が第８条及び第９条の規定に基づく実

施条件を満たしていない場合、あるいは、第 39 条に定める第三者評価により指摘された改善すべき

点等が速やかに改善されない場合、設置者は、指定団体に対して業務の改善を指示するものとする。 
２ 指定団体は、前項に定める改善指示を受けた場合、設置者に対して改善策を提示するとともに、速

やかに実行し、その結果を設置者に報告しなければならない。 
３ 設置者は、前条第１項及び第２項の点検等の結果並びに前項の改善結果を公表するものとする。 

 
 

第６章 指定管理料及び利用料金 
 
（指定管理料の支払） 
第 42 条 設置者は、本業務の実施に関する対価として、予算の範囲内で指定団体に対して指定管理料
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を支払う。 
２ 設置者が指定団体に対して支払う指定管理料の詳細については、別途「年度協定」に定めるものと

する。 
（ニーズ対応費） 
第 43 条 指定団体は、前条に基づき設置者が支払う指定管理料の内、次条に規定する利用料金の収入

見込額の３分の１に相当する金額については、利用者ニーズに対応するための費用（以下「ニーズ対

応費」という。）として、執行しなければならない。 
（利用料金） 
第 44 条 指定団体は、条例第 8 条第 1 項の規定に基づき、利用に係る料金（以下「利用料金」という。）

を当該指定団体の収入として収受することができる。 
２ 利用料金の額は、条例第 8 条第 2 項の規定により定める額の範囲内において横浜市長の承認を得て

定めるものとし、必要に応じて設置者と指定団体の協議を行うものとする。 
３ 指定団体は、承認された利用料金を適用する最初の利用日までに３ヶ月以上の周知期間を設けなけ

ればならない。ただし、指定当初に従前の料金を変更すること無く利用料金を定める場合は、料金の

承認後速やかに周知を行うものとする。 
４ 指定団体は条例第９条及び規則第７条の規定に基づき、利用料金の全部又は一部を免除することが

できる。 
（指定管理者の収入） 
第 45 条 指定団体の収入は、指定管理料、利用料金、自主事業収入及び雑入とする。 
２ 指定団体の収入となる利用料金は、指定期間中の利用に係る利用料金のみとする。 
３ 指定団体が、指定期間外の利用に係る利用料金を収受した場合は、設置者又は設置者が指定する指

定管理者に対し円滑に引継ぎを行うものとする。 
４ 指定団体は指定管理料、利用料金、自主事業収入及び雑入の各経費について、必要な帳簿を作成し

他の経費と混同することの無いよう、適正に管理するものとする。 
（管理口座） 
第 46 条 指定団体は、本業務の実施に係る収入及び支出を適切に管理することを目的として、本業務

専用の口座を開設し、その適切な運用を図るものとする。 
２ 指定団体は、前条第３項に定める指定期間外の利用に係る利用料金収入については、前項で規定す

る口座と別の口座を設け、これを管理するものとする。 
 
 

第７章 損害賠償及び不可抗力 
 
（損害賠償等） 
第 47 条 指定団体は、故意又は過失により管理施設を損傷し、又は滅失したときは、それによって生

じた損害を設置者に賠償しなければならない。ただし、設置者が特別の事情があると認めたときは、

設置者は、その全部又は一部を免除することができるものとする。 
（第三者への賠償） 
第 48 条 本業務の実施において、指定団体に帰すべき事由により第三者に損害が生じた場合、指定団

体はその損害を賠償しなければならない。 
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２ 第三者に生じた損害が、設置者指定団体双方の責めに帰すことができない事由による場合は設置者

指定団体協議の上対応を決定する。 
３ 設置者は、指定団体の責めに帰すべき事由により発生した損害について第三者に対して賠償した場

合、指定団体に対して、賠償した金額及びその他賠償に伴い発生した費用を求償することができるも

のとする。 
（保険） 
第 49 条 指定団体は、指定期間中、指定団体を被保険者、横浜市を追加被保険者とする指定管理に対

応した施設賠償責任保険に加入しなければならない。なお、対人補償の保険金額は１億円以上とする。 
２ 前項で規定する以外の保険の加入については任意とする。 
３ 指定団体は、当該保険契約の締結後速やかに、前２項に定める保険契約書及び保険証書の写しを、

設置者に提出するものとする。 
（不可抗力発生時の対応） 
第 50 条 不可抗力が発生した場合、指定団体は、不可抗力の影響を早期に除去すべく早急に対応措置

を取り、不可抗力により発生する損害、損失及び増加費用を最小限にするよう努力しなければならな

い。 
（不可抗力によって発生した費用等の負担） 
第 51 条 不可抗力の発生に起因して指定団体に損害、損失や増加費用が発生した場合、指定団体は、

その内容や程度の詳細を記載した書面を持って設置者に通知するものとする。 
２ 設置者は、前項の通知を受け取った場合、損害状況の確認を行った上で指定団体と協議を行い、不

可抗力の判定や費用負担等を決定するものとする。 
（不可抗力による一部の業務実施の免除） 
第 52 条 前条第２項に定める協議の結果、不可抗力の発生により本業務の一部の実施ができなくなっ

たと認められた場合、指定団体は不可抗力により影響を受ける限度において本協定に定める義務を免

れるものとする。 
２ 指定団体が不可抗力により業務の一部を実施できなかった場合、設置者は、指定団体との協議の上、

指定団体が当該業務を実施できなかったことにより免れた費用分を指定管理料から減額することが

できるものとする。 
 
 

第８章 指定期間の満了 
 
（業務の引継ぎ等） 
第 53 条 指定団体は、指定期間の満了に際し、設置者又は設置者が指定する者に対し、本業務の引継

ぎ等を行わなければならない。 
２ 設置者は、必要と認める場合には、指定期間の満了に先立ち、指定団体に対して設置者又は設置者

が指定する者による管理施設の視察を申し出ることができるものとする。 
３ 指定団体は、設置者から前項の申出を受けた場合は、合理的な理由のある場合を除いてその申出に

応じなければならない。 
（原状復帰義務） 
第54条 指定団体は指定期間の満了までに、指定期間の開始日を基準として管理物件を原状に回復し、
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設置者に対して管理物件を明け渡さなければならない。 
２ 前項の規定にかかわらず、設置者が認めた場合には、指定団体は管理物件の原状回復を行わず、別

途設置者が定める状態で設置者に対して管理物件を明け渡すことができるものとする。 
（備品等及び文書等の扱い） 
第 55 条 指定期間の満了に際し、備品の扱いについては次のとおりとする。 

(1) 備品(Ⅰ種)については、指定団体は、設置者又は設置者が指定するものに対して引き継がなけれ

ばならない。 
(2) 備品(Ⅱ種)については、原則として指定団体が自己の責任と費用で撤去、撤収するものとする。

ただし、設置者と指定団体の協議において両者が合意した場合、指定団体は、設置者又は設置者が

指定するものに対して引き継ぐことができるものとする。 
２ 消耗品、その他の物品類の扱いについては、前項に準じ設置者指定団体協議の上決定するものとす

る。 
３ 指定期間の満了に際し、本業務の実施に必要な文書等について、指定団体は、設置者又は設置者が

指定するものに対して引き渡さなければならない。 
 

第９章 指定期間満了以前の指定の取消し及び業務の一部停止 
 

（設置者による指定の取消し等） 
第 56 条 設置者は、指定団体による管理を継続することが適当でないと認めるときは、地方自治法第

244 条の 2 第 11 項の規定に基づき、その指定を取り消し、又は期間を定めて本業務の全部又は一部

の停止を命ずることができる。 
２ 前項の指定団体による管理を継続することが適当でないと認められる場合の例としては、以下のよ

うな状況が想定される。 
(1) 指定団体が第７条、第８条及び第９条の規定に違反したとき 
(2) 指定団体が第38条から第41条に定める報告、説明又は調査その他の法第244条の２第10項の規定

に基づく報告の要求又は調査に対して、これに応じず又は虚偽の報告を行い、若しくは調査を妨げ

たとき 
(3) 指定団体が第41条に定める指示その他の法第244条の２第10項の規定に基づく指示に従わない

とき 
(4) 指定団体が公募要項に定める欠格事項に該当することとなったとき。 
(5) 申込みの際に指定団体が提出した書類の内容に虚偽があることが判明したとき 
(6) 指定団体の経営状況の悪化等により本業務を継続することが不可能又は著しく困難になったと

判断されるとき 
(7) 指定団体の本業務に直接関わらない法令違反等により、指定団体に本業務を継続させることが、

社会通念上著しく不適当と判断されるとき 
(8) 指定団体の責に帰すべき事由により本業務が行われないとき 
(9) 不可抗力により本業務の継続が著しく困難になったと判断されるとき 
(10) 指定団体から、次条に基づく指定の取消し又は本業務の全部又は一部の停止を求める書面によ

る申し出があったとき 
(11) 管理物件が、公の施設として廃止されることとなったとき 
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(12) その他、指定団体による管理を継続することが適当でないと設置者が認めるとき 
３ 第１項の規定により、設置者が指定団体の指定を取り消し、又は本業務の全部又は一部の停止を命

じた場合において、指定団体が設置者に損害を及ぼしたときは、指定団体は、その損害を賠償しなけ

ればならない。 
４ 第１項の規定により、設置者が指定団体の指定を取り消し、又は本業務の全部又は一部の停止を命

じた場合において、指定団体に損害・損失や増加費用が生じても、設置者はその賠償の責めを負わな

い。 
（指定団体による指定の取消し等の申出） 
第 57 条 指定団体は次のいずれかに該当する場合、設置者に対して指定の取消しを申し出ることがで

きるものとする。 
(1) 設置者が本協定内容を履行せず、又はこれらに違反したとき 
(2) 設置者の責めに帰すべき事由により指定団体が損害又は損失を被ったとき 

２ 設置者は、前項の申出を受けた場合、指定団体と協議の上、その処置を決定するものとする。 
（不可抗力による指定の取消し等） 
第 58 条 設置者又は指定団体は、不可抗力の発生により、本業務の継続等が困難と判断した場合は、

相手方に対して指定の取消し、又は本業務の全部又は一部の停止に関する協議を求めることができる

ものとする。 
２ 協議の結果、やむを得ないと判断された場合、設置者は指定の取消し、又は本業務の全部又は一部

の停止を行うものとする。 
３ 前項の指定の取消しによって指定団体に発生する損害・損失及び増加費用は、設置者指定団体の協

議により決定するものとする。 
（費用の返還等） 
第 59 条 設置者は、第 56 条から第 58 条までの規定により指定を取消し、又は本業務の全部又は一部

の停止を命じたときは、指定団体に対して既に支払った当該取消し等にかかる指定管理料の返還を求

めることができる。 
（指定取消し時の扱い） 
第 60 条 第 56 条から第 58 条までの規定により、設置者が指定団体の指定を取り消した場合、指定団

体は、指定取消しの日から指定期間満了の日までの期間に係る契約又は当該期間の利用に係る収受済

みの利用料金を、指定取消しの際に、速やかに設置者又は設置者が指定する者に承継し、又は引き渡

さなければならない。 
２ 第 53 条から第 55 条までの規定は、第 56 条から第 58 条までの規定により指定を取り消した場合

に、これを準用する。ただし、設置者指定団体が合意した場合はその限りではない。 
（一般競争参加停止及び指名停止） 
第 60 条の２ 指定団体が本市一般競争入札及び指名競争入札に参加する資格を有する者であり、横浜

市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱第２条別表第１から別表第３までの各号に掲げる措置

要件の一に該当する場合は、当該各号に定めるところにより期間を定め、指定団体について、一般競

争参加停止及び指名停止を行う。 
 
 

第 10 章 その他 
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（権利・義務の譲渡の禁止） 
第 61 条 指定団体は、本協定によって生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は継承させてはなら

ない。ただし、事前に設置者の承諾を受けた場合はこの限りではない。 
（公租公課） 
第 62 条 本協定に基づく業務に関連して生じる一切の公租公課は、特段の規定がある場合を除き、す

べて指定団体の負担とする。 
（設置者による地区センターの利用） 
第 63 条 指定団体は、横浜市が選挙その他必要な業務での地区センターの利用を申し出た時は協力し

なければならない。 
（市内中小企業への優先発注等） 
第 64 条 指定団体は、横浜市中小企業振興基本条例の趣旨を踏まえ、修繕等の工事の発注、物品及び

役務の調達等にあたって、市内中小企業への優先発注に努めるものとする。 
２ 指定団体は、修繕等の工事の発注、物品及び役務の調達等を行うにあたっては、横浜市ホームペー

ジに掲載される入札・契約情報の有資格者名簿を参考にするなどにより、市内中小企業の該当の可否

を判断するものとする。 
３ 設置者は、本施策の取組状況を把握するために、指定団体に対して、指定期間中の発注状況につい

て調査を行うことができる。 
４ 指定団体は、前項の調査について設置者に提出を求められた場合は、遅滞なく報告するものとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（財務状況の確認） 
第 65 条 設置者は、各年度に１回、指定団体に対して選定時と同様の財務状況の確認を行うものとす

る。 
２ 指定団体は、前項の確認実施にあたり、設置者から財務諸表等の財務関係書類の提出を求められた

場合、速やかに必要書類を設置者に提出しなければならない。 
３ 設置者は、財務状況の確認を実施した結果について、遅滞なく指定団体に通知するものとする。 
４ 設置者は、指定団体の財務状況を確認した結果、中村地区センターの管理運営に支障が生じると判

断した場合は、指定団体に対して、必要な改善指導を行うことができる。 
５ 設置者は、前項の改善指導を行ったにも関わらず、指定団体の財務状況の改善が見込まれないと判

・市内中小企業の定義について 
① 市内事業者：横浜市内に本社・本店などを設けている事業者 
② 中小企業：中小企業基本法（昭和 38 年 7 月 20 日法律第 154 号）の第２条 
 １項第１号から第４号で定義されるもの 

業種 資本金の額または出資の

総額 
常時使用する従業員の数 

①卸売業 １億円以下 １００人以下 
②小売業 ５千万円以下 ５０人以下 
③サービス業 ５千万円以下 １００人以下 
④製造業その他 ３億円以下 ３００人以下 
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断した場合は、本協定第 56 条に基づく指定の取消し、又は期間を定めて管理の業務の全部または一

部の停止を命ずることができる。 
（その他市政への協力） 
第 66 条 指定団体は、施設から発生する廃棄物の発生抑制に努めるとともに、横浜市役所の分別ルー

ルに沿って適切に分別を行い、可能な限り資源化していくなど「横浜市一般廃棄物処理基本計画」等

に沿った取組を推進するものとする。 
２ 指定団体は、その他環境対策や区局の運営方針等、市政に関して協力するよう努めるものとする。 
（連絡調整会議の設置） 
第 67 条 設置者と指定団体は、本業務を円滑に実施するため、情報交換や業務の調整を図る連絡調整

会議を開催することができる。 
（請求、通知等の様式その他） 
第 68 条 本協定に関する設置者指定団体間の請求、通知、申出、承諾、報告及び解除は、本協定に特

別の定めがある場合又は設置者が特別に認めた場合を除き、書面により行わなければならない。 
（所在地等の変更の届出） 
第 69 条 指定団体は、その名称、所在地、代表者、代表者印などの使用印等に変更があったときは、

速やかにそれを証する文書を添付して書面により設置者に届け出るものとする。 
（法人格変更等の対応） 
第 70 条 指定団体は、合併、任意団体の場合の法人格の取得、公益法人制度改革への対応等により自

らの法人格に変更が生じることが見込まれることとなった場合には、設置者に対して直ちに報告しな

ければならない 
２ 設置者は、指定団体から前項による報告があった場合、指定管理業務を承継すると推定される新し

い法人（以下「新法人」という。）について、施設運営能力等を審査することを目的として、指定団

体又は新法人から以下の書類の提出を求めるものとする。 
(1) 事業計画書 
(2) 定款又はそれに類するもの 
(3) 法人登記に係る全部事項証明書 
(4) その他設置者が必要と認める書類 

３ 設置者による審査の結果又は市会の否決により新法人を指定管理者として指定しないこととなっ

た場合、指定団体又は新法人に損害又は増加費用が生じても設置者はその賠償の責めを負わないもの

とする。 
（協定の変更） 
第 71 条 本業務に関し、本業務の前提条件や内容が変更したとき、又は特別な事情が生じたときは、

設置者指定団体の協議の上、本協定の規定を変更することができるものとする。 
（裁判管轄） 
第 72 条 本協定に関する紛争は、横浜地方裁判所を第一審の管轄裁判所とする。 
（疑義についての協議） 
第 73 条 本協定の各条項等の解釈について疑義を生じたとき又は本協定に特別の定めのない事項につ

いては、設置者指定団体の協議の上、これを定めるものとする。 
 
 本協定を証するため、本書を２通作成し、設置者、指定団体がそれぞれ記名押印の上、各一通を保有
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する。 
 
 

平成２７年○○月○○日 
 

設置者  横浜市南区花之木町３丁目４８番地１ 

    横浜市南区長 中島 泰雄   印 

 

指定団体  横浜市○○区○○町○丁目○番 

    株式会社○○ 

    代表取締役 ○○ ○○     印 

 



1 

 

横浜市浦舟コミュニティハウスの指定管理業務に関する基本協定書（素案） 

 
 
横浜市南区長（以下「設置者」という。）と横浜市浦舟コミュニティハウス（以下「コミュニティハ

ウス」という。）の指定管理者（以下「指定管理者」という。）として指定された○○（以下「指定団体」

という。）は、次のとおり、指定管理者が行う業務（以下「本業務」という。）に関し、この基本協定（以

下「本協定」という。）を締結する。 
 
 

第１章 総則 
 
（本協定の目的） 
第１条 本協定は、設置者と指定団体が相互に協力し、本業務を適正かつ円滑に実施するために必要な

事項を定めることを目的とする。 
（公共性の趣旨の尊重） 
第２条 指定団体は、コミュニティハウスの設置目的、指定管理者の指定の意義及び本業務の実施にあ

たって求められる公共性を十分に理解し、その趣旨を尊重するものとする。 
（透明性の確保及び説明責任） 
第３条 設置者及び指定団体は、公の施設が住民の福祉の増進を目的に設置したものであることを踏ま

え、利用者をはじめとした住民ニーズの把握及びこれを十分に反映した施設運営が実現できるように

努めるとともに、市民に必要な情報提供等を行うなど、施設の管理運営について透明性の確保を図り、

説明責任を果たすものとする。 
（信義誠実の原則） 
第４条 設置者及び指定団体は、互いに協力し信義を重んじ、対等な関係に立って本協定を誠実に履行

しなければならない。 
（管理物件） 
第５条 本業務の対象となる物件（以下「管理物件」という。）は、管理施設と管理物品からなる。 
２ 管理施設は次のとおりとする。 

(1) 名称  横浜市浦舟コミュニティハウス 
(2) 所在地 横浜市南区浦舟町３丁目４６番 浦舟複合施設１０階 

３ 管理物品の内容は、設置者が別途示す備品台帳のとおりとする。 
４ 指定団体は、善良なる管理者の注意をもって管理物件を管理しなければならない。 
（指定期間） 
第６条 指定団体の本業務遂行期間（以下「指定期間」という。）は、平成２７年４月１日から平成３

２年 3 月 31 日までとする。 
２ 本業務に係る会計年度は、毎年 4 月 1 日から翌年 3 月 31 日までとする。 
（法令の遵守） 

※この基本協定書は素案であり、最終的な内容は、指定候補者に提示し、協議の上決定します。 
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第７条 指定団体は、本協定に従い、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）、横浜市地区センター条例

（以下「条例」という。）及び横浜市地区センター条例施行規則（以下「規則」という。）その他の関

係する法令等を遵守し、本業務を遂行しなければならない。 
２ 指定期間中に前項に規定する法令等に改正があった場合は、改正された内容を本協定の仕様とする。 
（本業務の実施） 
第８条 設置者及び指定団体は、本協定及び本協定に基づき設置者と指定団体が指定期間中に毎年度締

結する協定（以下「年度協定」という。）のほか、次の各規程に従って本業務を実施するものとする。 
(1) 横浜市浦舟コミュニティハウス指定管理者公募要項（以下「公募要項」という。） 
(2) 横浜市浦舟コミュニティハウス指定管理業務仕様書及び横浜市浦舟コミュニティハウス指定管

理業務特記仕様書（以下「仕様書等」という。） 
(3) 横浜市○○質問及び公募説明会での質問への回答（平成○年○月○日付）（以下「質問回答書」

という。） 
(4) 指定団体の提案した、横浜市浦舟コミュニティハウス指定管理者事業計画書及び収支予算書（以

下「提案書」という。） 
（本協定以外の規程の適用関係） 
第９条 前条に掲げる各規程の間に解釈上の矛盾又は齟齬が生じた場合、本協定、年度協定、質問回答

書、公募要項、仕様書等、提案書の順に解釈が優先されるものとする。 
２ 前項の規定にかかわらず、提案書にて仕様書等を上回る水準が提案され、設置者指定団体協議の上

実施を決定したものについては、これを優先するものとする。 
３ 前条第１項各号に掲げる規程の記載内容の解釈に疑義が生じた場合には、設置者及び指定団体は、

協議の上、記載内容に関する事項を決定するものとする。 
 
 

第２章 本業務の範囲と実施条件 
 
（本業務の範囲） 
第 10 条 本業務の範囲は次のとおりとする。 

(1) コミュニティハウスの施設の利用の許可等に関すること。 
(2) コミュニティハウスの運営に関すること。 
(3) 条例第２条第２項に規定する事業の実施等に関すること。 
(4) コミュニティハウスの施設及び設備の維持管理に関すること。 
(5) 前各号に掲げるもののほか、設置者が必要と認める業務 

２ 前項各号に掲げる業務の細目は、本協定及び第８条にある各規程に定めるとおりとする。 
（附帯的業務） 
第 11 条 指定団体は、本施設の設置目的に合致し、かつ本業務の実施を妨げない範囲において、指定

団体の責任と費用により、本業務の実施効果を高める附帯的サービスを本業務の一環として実施する

ことができる。 
２ 指定団体は、前項の業務を実施する場合は、設置者に対して実施計画書を提出し、事前に設置者の

承認を受けなくてはならない。この場合、設置者と指定団体は必要に応じ協議を行うものとする。 
３ 指定団体は、第１項の業務のために、管理施設の一部を、地方自治法第 238 条の４第７項に定める
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目的外使用として使用する場合、横浜市長（以下「市長」という。）に行政財産の目的外使用の申請

をしなければならない。 
（設置者が行う業務の範囲） 
第 12 条 次の業務については、設置者が自らの責任と費用において実施するものとする。 

(1) 第 21 条第１項に定める管理施設の改修、増築、移設業務 
(2) 第 21 条第２項に定める 1 件 60 万円（消費税及び地方消費税を含む）以上の修繕業務 
(3) 管理施設の目的外使用許可 
(4) その他設置者が必要と認める業務 

２ 指定団体は、設置者が行う業務について、その実施のため協力しなければならない。 
（近隣対策） 
第 13 条 指定団体は、本業務を遂行するにあたり、自己の責任及び費用において、本業務の遂行のた

めに合理的に要求される範囲で騒音や利用者による迷惑行為に関し近隣対策を実施するものとする。 
（業務内容の変更等） 
第 14 条 本協定で定める内容について、特段の事情により変更等をしなければならない場合、設置者

及び指定団体は、誠実に協議の上、定めるものとする。 
２ 業務内容の変更及びそれに伴う指定管理料の変更等については、前項の協議において決定するもの

とする。 
 
 

第３章 本業務の実施 
 
（開業準備） 
第 15 条 指定団体は、指定期間の開始日に先立ち、本業務の実施に必要な資格者及び人材を確保し、

必要な研修等を行わなければならない。 
２ 指定団体は本業務を遂行するために必要な許認可を、指定団体の責任及び費用において取得する。

また、指定団体が設置者に対して、許認可の取得及び届出等に関する協力を求めた場合には、設置者

は協力に努めることとする。 
３ 指定団体は、必要と認める場合には、指定期間の開始日に先立ち、設置者に対して管理施設の視察

を申し出ることができるものとする。 
４ 設置者は、指定団体から前項の申出を受けた場合、合理的な理由のある場合を除いて、その申出に

応じなければならない。 
（利用の許可） 
第 16 条 指定団体は、条例、規則及び行政手続条例、行政事件訴訟法、行政不服審査法等の規定に従

い利用の許可に関する業務を行うものとする。 
２ 指定団体は、利用の許可を行うに当たり疑義がある場合には、設置者と協議するものとする。 
３ 指定団体は、設置者が示す基準に従い施設の優先利用を認めることができる。 
（利用者への指導、助言等） 
第 17 条 指定団体は、利用者の安全で適切な利用のため、利用の相談・問合せ、利用の申込、事前打

合せ及び施設利用等の機会を通じ、必要な指導、助言等を行うものとする。 
（休館日と開館時間の変更） 
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第 18 条 指定団体は、休館日又は開館時間の変更を必要とする場合は、設置者に変更を申し出ること

ができる。 
２ 設置者は、前項の申出を受けたときは、特に必要があると認める場合、規則第２条第２項、第３項

又は第３条第２項の規定に基づき、休館日又は開館時間の変更を行うものとする。 
（施設管理） 
第 19 条 指定団体は、施設を良好な状態に保ち、利用者の用に供しなければならない。 
２ 指定団体は、あらかじめ維持管理計画書を作成し、設置者に提出するものとする。 
３ 指定団体は、本物件の建物及び設備の適切な管理を行うため、関係法令に従い保守点検を行うほか、

施設の破損及び汚損に対する予防保全に努め、日常の点検を行うものとし、不具合を発見した際には、

速やかに設置者に報告するものとする。 
４ 指定団体は、前項の不具合を発見した際には、施設の運営に支障をきたさないよう直ちに保全措置

をし、その結果を速やかに設置者に報告するものとする。 
５ 指定団体は、設置者が示す「維持保全の手引き」及び「施設管理者点検マニュアル」に基づき、施

設・設備の定期的な点検を行い、結果について区への報告を行わなければならない。 

６ 指定団体は、併設施設との間で施設管理に関する覚書に定めのある場合、保守点検等については、

その覚書に従って実施するものとし、また、施設管理に係る経費についても、その覚書に従って負担、

支出するものとする。 
（電気主任技術者の選任及び届出等） 
第 19 条の２ 指定団体は、本施設の自家用電気工作物の保安の監督をさせるため、電気主任技術者を

選任し、所轄庁に届け出るものとする。 
２ 指定団体は、本施設の自家用電気工作物について、電気事業法第 39 条第１項（技術基準の遵守）

の義務を果たすものとする。 
３ 設置者は、自家用電気工作物の工事、維持及び運用の保安を確保するに当たり、指定団体が選任す

る電気主任技術者の意見を尊重する。 
４ 設置者及び指定団体は、自家用電気工作物の工事、維持及び運用に従事する者に、電気主任技術者

がその保安のためにする指示に従うように確約させる。 
５ 設置者及び指定団体は、電気主任技術者として選任する者に、当該自家用電気工作物の工事、維持

及び運用に関する保管監督業務を、誠実に行うことを確約させる。 
６ 指定団体は、併設施設との管理区分上、自家用電気工作物が共有部分に該当する場合は、第１項か

ら前項までの内容について、他の施設との間で協力し適正に管理を行うものとする。 
（第三者による実施） 
第 20 条 指定団体は、本業務の全部を第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。 
２ 指定団体は、事前に設置者の承諾を受けた場合、本業務の一部を第三者に委託し、又は請け負わせ

ることができる。 
３ 指定団体が、本業務の一部を第三者に委託し、又は請け負わせる場合、すべて指定団体の責任及び

費用において行うものとし、この第三者の責めに帰すべき事由により生じた損害及び増加費用につい

ては、すべて指定団体の責めに帰すべき事由により生じた損害及び増加費用とみなして、指定団体が

負担するものとする。 
（管理施設の改修等） 
第 21 条 管理施設の改修、増築、移設業務については、設置者が自己の費用と責任において実施する
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ものとする。ただし、設置者の承認を得た場合、指定団体は、これらの業務を自己の費用と責任にお

いて実施することができる。 
２ 管理施設の修繕については、1 件につき 60 万円（消費税及び地方消費税を含む。）以上のものにつ

いては設置者が自己の費用と責任において実施するものとし、1 件につき 60 万円（消費税及び地方

消費税を含む。）未満のものについては指定団体が自己の費用と責任において実施するものとする。

ただし、指定期間終了後の買収は求めないことを条件に、設置者との協議に基づき執行する場合はこ

の限りではない。 
（防災等） 
第 22 条 指定団体は、防災、防犯及び事故等の予防のため、あらかじめ具体的計画を記載したマニュ

アルを作成するなど、防災等のための体制を整えなければならない。 
２ 指定団体は、本業務を遂行するにあたり、防火管理者を選任した上で消防計画書を作成し、所轄の

消防署に届出を行うものとする。 
（緊急時の対応） 
第 23 条 指定団体は、あらかじめ災害、事件、事故、急病等の緊急時対応マニュアルを作成するなど

緊急事態に備えなければならない。 
２ 指定団体は、本業務の実施に関連して事故や災害等の緊急事態が発生した場合、速やかに必要な措

置を講じるとともに、設置者を含む関係者に対して緊急事態発生の旨を通報しなければならない。 
３ 事故等が発生した場合、指定団体は設置者と協力して事故等の原因調査にあたるものとする。 
（災害時等の施設の使用及び体制整備） 
第 24 条 指定団体は、横浜市震災対策条例（平成 10 年 2 月横浜市条例第 1 号）第 8 条に定める事業者

としての基本的責務並びに横浜市防災計画及び南区防災計画に基づく本施設の管理者としての責務

を果たさなければならない。 
２ 指定団体は、災害等の発生時における設置者による本施設の使用に関して、設置者との間で「災害

時等における施設利用の協力に関する協定」（以下「災害時協定」という。）を締結し、災害等の発生

時には当該協定に基づき適切に対応しなければならない。 

３ 指定団体は、設置者が示す「指定管理者災害対応の手引き」（以下「災害対応手引き」という。）に

基づき、災害等発生時の体制を整備するものとする。 

４ 指定団体は、災害等の発生時には、「災害時協定」及び「災害対応手引き」に規定のない事項であ

っても、被災者の援助活動等に関して設置者が協力を求めた場合には、設置者に協力するよう努める

ものとする。 
（情報の適正管理） 
第 25 条 指定団体又は本業務に従事する者は、個人情報の保護に関する法律（平成 15 年５月 30 日法

律第 57 号）、横浜市個人情報の保護に関する条例（平成 17 年２月 25 日横浜市条例第６号）及び別記

「個人情報取扱特記事項」の規定を遵守し、本業務の実施に関して知り得た個人情報の漏洩、滅失及

びき損等の事故の防止その他の個人情報の適正な管理のために必要な措置を講じなければならない。 
２ 指定団体が、個人情報の保護に関する法律第２条第３項の「個人情報取扱事業者」である場合は、

同法の定める義務規定を遵守しなければならない。 

３ 指定団体又は本業務に従事する者は、本業務の実施によって知り得た秘密及び横浜市の行政事務等

で一般に公開されていない事項を外部へ漏らし、又は他の目的に使用してはならない。指定期間が満

了し、若しくは指定を取り消された後においても同様とする。 
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４ 指定団体は、第 20 条に基づき本業務の一部を第三者に委託し、又は請け負わせる場合、その委託

先又は請負先に対しても、その業務にあたり前２項の規定を遵守する必要があることを周知しなくて

はならない。 
５ 指定団体は、本業務に関する情報の公開について、設置者が示す「情報公開に関する標準規程」に

準拠して「情報公開規程」を作成し、これに基づき適切な対応をしなければならない。 

（人権の尊重） 
第 26 条 指定団体は、本業務の実施にあたっては、利用者等の人権を最大限尊重するとともに、業務

従事者に対して人権に関する研修を各年度１回以上実施するよう努めなければならない。 
 
 

第４章 備品の取扱 
 
（指定団体による備品の管理等） 
第 27 条 指定団体は、本業務の用に供するため、別添「備品台帳」に示す管理物品（以下「備品（Ⅰ

種）」という。）を、管理する。 
２ 指定団体は、指定期間中、備品（Ⅰ種）を常に良好な状態に保つものとする。 
３ 備品（Ⅰ種）が経年劣化等により本業務実施の用に供することが出来なくなった場合、設置者指定

団体双方協議の上、必要に応じて当該備品を修繕又は購入若しくは調達するものとする。 
４ 前項の修繕等は、第 21 条第２項の規定に準じ行うものとする。 
５ 指定団体は、故意又は過失により備品（Ⅰ種）を毀損滅失したときは、設置者との協議により、必

要に応じて設置者に対しこれを弁償又は自己の費用で当該物と同等の機能及び価値を有するものを

購入又は調達しなければならない。 
６ 指定団体が本業務会計において購入した備品については、備品（Ⅰ種）として備品台帳に登載する

ものとし、その帰属は設置者のものとする。 
７ 指定団体は、指定期間中、備品（Ⅰ種）を本業務遂行のためにのみ使用するものとし、第三者に権

利を譲渡し、又は施設での利用以外の目的で貸与してはならない。 
（指定団体による備品の購入等） 
第 28 条 指定団体は、前条に定めるもののほか、指定団体の負担により指定団体の所有に属する備品

（以下「備品（Ⅱ種）」という。）を購入又は調達した場合、設置者が示す備品台帳とは別に管理する

こととする。 
 
 

第５章 業務実施状況の確認等 
 
（事業計画書） 
第 29 条 指定団体は、提案書を踏まえ、別途定める様式により次年度の事業計画書を設置者と協議の

上作成し、毎年度設置者が指定する期日までに提出しなければならない。 
２ 設置者及び指定団体は、前項の事業計画書の内容を変更しようとするときは、設置者と指定団体の

協議により決定するものとする。 
（収支予算書） 
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第 30 条 指定団体は、提案書を踏まえ、別途定める様式により次年度の収支予算書を設置者と協議の

上作成し、毎年度設置者が指定する期日までに提出しなければならない。 
（事業報告書） 
第 31 条 指定団体は、毎年度終了後２ヶ月以内に事業報告書を別途定める様式により提出し、設置者

の確認を得なければならない。 
２ 指定団体は設置者が年度途中において指定団体に対する指定管理者の指定を取り消した場合には、

指定が取り消された日から 30 日以内に当該年度の当該日までの間の事業報告書を提出しなければな

らない。 
３ 設置者は、必要があると認めるときは、事業報告書の内容又はそれに関連する事項について、指定

団体に対して報告又は説明を求めることができるものとする。 
（収支決算書） 
第32条 指定団体は、毎年度設置者が指定する期日までに収支決算書を別途定める様式により提出し、

設置者の確認を得なければならない。 
２ 指定団体は設置者が年度途中において指定団体に対する指定管理者の指定を取り消した場合には、

指定い。 
３ 設置者は、必要があると認めるときは、収支決算書の内容又はそれに関連する事項について、乙に

対して報告又は説明を求めることができるものとする。 
（業務実施状況等の公表） 
第 33 条 設置者は、第 29 条から第 32 条に定める事業計画書、収支予算書、事業報告書及び、収支決

算書を公表するものとする。 
２ 指定団体は、本業務を終了するまでの間、第 29 条から第 32 条に定める事業計画書、収支予算書、

事業報告書及び、収支決算書の写しを保管し、市民からの求めがあったときは、施設窓口において閲

覧に供しなければならない。 
（利用統計） 
第 34 条 指定団体は、施設の利用者に係る利用統計を作成し、毎月終了後設置者が指定する日までに

提出しなければならない。 
（コミュニティハウス委員会） 
第 35 条 指定団体は、地域の代表や利用者、公募による市民などで構成するコミュニティハウス委員

会を設置しなければならない。 
２ 指定団体は、コミュニティハウス委員会を開催し、その意見等を施設の運営に取り入れるものとす

る。 
（利用者会議） 
第 36 条 指定団体は、利用者代表からなる利用者会議を開催しなくてはならない。 
２ 指定団体は、利用者の意見等を施設の運営に取り入れるものとする。 
（意見・要望対応） 
第 37 条 指定団体はご意見ダイヤルその他により利用者から寄せられる意見・要望に十分応えること

のできる体制を整えなければならない。 
２ 指定団体は意見・要望の対応結果について公表しなければならない。 
（自己評価） 
第 38 条 指定団体は、本業務の遂行について、コミュニティハウス委員会、利用者会議又は利用者ア
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ンケートその他必要な方法により、年 1 回以上、地域及び利用者からの意見・要望に基づく自己評価

を行わなければならない。 
２ 指定団体は、市民及び利用者等に対する調査を実施しようとする場合には、事前に設置者にその旨

を通知するものとする。設置者は、この調査に立ち会うことができるものとする。 
３ 指定団体は、第1項に基づく自己評価を行った場合、その結果を設置者に報告しなければならない。 
４ 指定団体は、第 1 項に基づく自己評価の結果必要があると認められる場合、設置者と協議の上業務

の改善策を検討するとともに、速やかに実行し、その結果を設置者に報告しなければならない。 
５ 指定団体は、自己評価の結果及び改善結果を公表しなければならない。 

（第三者評価） 
第 39 条 指定団体は、施設の管理運営に関し評価、検証等を行うことを目的として、設置者が指定す

る方式による第三者評価（以下「第三者評価」という。）を、指定期間の２年目又は３年目のいずれ

かのうち設置者指定団体の協議により定める時期に、１回受審しなければならない。 
２ 第三者評価に係る費用は、指定団体が負担するものとする。 
３ 指定団体は、第三者評価を行った場合、その結果を設置者に報告しなければならない。 
４ 設置者は、第三者評価の結果を公表するものとする。 
５ 指定団体は、第三者評価の結果、業務の遂行について改善すべき点等が指摘された場合、設置者と

協議の上業務の改善策を検討するとともに、速やかに実行し、その結果を設置者に報告しなければな

らない。 
６ 指定団体は、第三者評価の結果及び改善結果を公表しなければならない。 

（業務実施状況の点検） 
第 40 条 設置者は、本業務の実施状況を確認するため、指定団体に対し定期に又は必要に応じ書面に

より報告を求め、点検を行うものとする。 
２ 設置者は、前項の点検のため必要があると認める場合には、指定団体に対し本業務の実施状況や本

業務に係る経費の収支状況等について説明を求め、又は管理施設へ随時立ち入って実施状況を調査す

ることができるものとする。 
３ 指定団体は、設置者から前項の説明又は調査の申出を受けた場合は、合理的な理由がある場合を除

いてその申出に応じなければならない。 
（設置者による業務の改善指示） 
第 41 条 前条の業務点検の結果、指定団体による業務実施状況が第８条及び第９条の規定に基づく実

施条件を満たしていない場合、あるいは、第 39 条に定める第三者評価により指摘された改善すべき

点等が速やかに改善されない場合、設置者は、指定団体に対して業務の改善を指示するものとする。 
２ 指定団体は、前項に定める改善指示を受けた場合、設置者に対して改善策を提示するとともに、速

やかに実行し、その結果を設置者に報告しなければならない。 
３ 設置者は、前条第１項及び第２項の点検等の結果並びに前項の改善結果を公表するものとする。 

 
 

第６章 指定管理料 
 
（指定管理料の支払） 
第 42 条 設置者は、本業務の実施に関する対価として、予算の範囲内で指定団体に対して指定管理料
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を支払う。 
２ 設置者が指定団体に対して支払う指定管理料の詳細については、別途「年度協定」に定めるものと

する。 
（指定管理者の収入） 
第 43 条 指定団体の収入は、指定管理料、自主事業収入及び雑入とする。 
４ 指定団体は指定管理料、自主事業収入及び雑入の各経費について、必要な帳簿を作成し他の経費と

混同することの無いよう、適正に管理するものとする。 
（管理口座） 
第 44 条 指定団体は、本業務の実施に係る収入及び支出を適切に管理することを目的として、本業務

専用の口座を開設し、その適切な運用を図るものとする。 
 
 

第７章 損害賠償及び不可抗力 
 
（損害賠償等） 
第 45 条 指定団体は、故意又は過失により管理施設を損傷し、又は滅失したときは、それによって生

じた損害を設置者に賠償しなければならない。ただし、設置者が特別の事情があると認めたときは、

設置者は、その全部又は一部を免除することができるものとする。 
（第三者への賠償） 
第 46 条 本業務の実施において、指定団体に帰すべき事由により第三者に損害が生じた場合、指定団

体はその損害を賠償しなければならない。 
２ 第三者に生じた損害が、設置者指定団体双方の責めに帰すことができない事由による場合は設置者

指定団体協議の上対応を決定する。 
３ 設置者は、指定団体の責めに帰すべき事由により発生した損害について第三者に対して賠償した場

合、指定団体に対して、賠償した金額及びその他賠償に伴い発生した費用を求償することができるも

のとする。 
（保険） 
第 47 条 指定団体は、指定期間中、指定団体を被保険者、横浜市を追加被保険者とする指定管理に対

応した施設賠償責任保険に加入しなければならない。なお、対人補償の保険金額は１億円以上とする。 
２ 前項で規定する以外の保険の加入については任意とする。 
３ 指定団体は、当該保険契約の締結後速やかに、前２項に定める保険契約書及び保険証書の写しを、

設置者に提出するものとする。 
（不可抗力発生時の対応） 
第 48 条 不可抗力が発生した場合、指定団体は、不可抗力の影響を早期に除去すべく早急に対応措置

を取り、不可抗力により発生する損害、損失及び増加費用を最小限にするよう努力しなければならな

い。 
（不可抗力によって発生した費用等の負担） 
第 49 条 不可抗力の発生に起因して指定団体に損害、損失や増加費用が発生した場合、指定団体は、

その内容や程度の詳細を記載した書面を持って設置者に通知するものとする。 
２ 設置者は、前項の通知を受け取った場合、損害状況の確認を行った上で指定団体と協議を行い、不
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可抗力の判定や費用負担等を決定するものとする。 
（不可抗力による一部の業務実施の免除） 
第 50 条 前条第２項に定める協議の結果、不可抗力の発生により本業務の一部の実施ができなくなっ

たと認められた場合、指定団体は不可抗力により影響を受ける限度において本協定に定める義務を免

れるものとする。 
２ 指定団体が不可抗力により業務の一部を実施できなかった場合、設置者は、指定団体との協議の上、

指定団体が当該業務を実施できなかったことにより免れた費用分を指定管理料から減額することが

できるものとする。 
 
 

第８章 指定期間の満了 
 
（業務の引継ぎ等） 
第 51 条 指定団体は、指定期間の満了に際し、設置者又は設置者が指定するものに対し、本業務の引

継ぎ等を行わなければならない。 
２ 設置者は、必要と認める場合には、指定期間の満了に先立ち、指定団体に対して設置者又は設置者

が指定するものによる管理施設の視察を申し出ることができるものとする。 
３ 指定団体は、設置者から前項の申出を受けた場合は、合理的な理由のある場合を除いてその申出に

応じなければならない。 
（原状復帰義務） 
第52条 指定団体は指定期間の満了までに、指定期間の開始日を基準として管理物件を原状に回復し、

設置者に対して管理物件を明け渡さなければならない。 
２ 前項の規定にかかわらず、設置者が認めた場合には、指定団体は管理物件の原状回復を行わず、別

途設置者が定める状態で設置者に対して管理物件を明け渡すことができるものとする。 
（備品、文書及び個人情報等の扱い） 
第 53 条 指定期間の満了に際し、備品の扱いについては次のとおりとする。 

(1) 備品(Ⅰ種)については、乙は、甲又は甲が指定するものに対して引き継がなければならない。 
(2) 備品(Ⅱ種)については、原則として乙が自己の責任と費用で撤去、撤収するものとする。ただし、

甲と乙の協議において両者が合意した場合、乙は、甲又は甲が指定するものに対して引き継ぐこと

ができるものとする。 
２ 消耗品、その他の物品類の扱いについては、前項に準じ甲乙協議の上決定するものとする。 
３ 指定期間の満了に際し、本業務の実施に必要な文書等について、乙は、甲又は甲が指定するものに

対して引き渡さなければならない。 
４ 乙は、乙が保有する個人情報を、甲又は甲が指定するものに対し引き継ぐ際には、漏えいのないよ

うに確実に引き継がなければならない。また、保有する必要のなくなった個人情報は、適切な手段で

速やかに廃棄することとし、乙が独自のシステム等を利用していた場合には、引継ぎや廃棄を確実に

行うものとする第９章 指定期間満了以前の指定の取消し及び業務の一部停止 
 

（設置者による指定の取消し等） 
第 54 条 設置者は、指定団体による管理を継続することが適当でないと認めるときは、地方自治法第
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244 条の 2 第 11 項の規定に基づき、その指定を取り消し、又は期間を定めて本業務の全部又は一部

の停止を命ずることができる。 
２ 前項の指定団体による管理を継続することが適当でないと認められる場合の例としては、以下のよ

うな状況が想定される。 
(1) 指定団体が第７条、第８条及び第９条の規定に違反したとき 
(2) 指定団体が第38条から第41条に定める報告、説明又は調査その他の法第244条の２第10項の規定

に基づく報告の要求又は調査に対して、これに応じず又は虚偽の報告を行い、若しくは調査を妨げ

たとき 
(3) 指定団体が第41条に定める指示その他の法第244条の２第10項の規定に基づく指示に従わない

とき 
(4) 指定団体が公募要項に定める欠格事項に該当することとなったとき。 
(5) 申込みの際に指定団体が提出した書類の内容に虚偽があることが判明したとき 
(6) 指定団体の経営状況の悪化等により本業務を継続することが不可能又は著しく困難になったと

判断されるとき 
(7) 指定団体の本業務に直接関わらない法令違反等により、指定団体に本業務を継続させることが、

社会通念上著しく不適当と判断されるとき 
(8) 指定団体の責に帰すべき事由により本業務が行われないとき 
(9) 不可抗力により本業務の継続が著しく困難になったと判断されるとき 
(10) 指定団体から、次条に基づく指定の取消し又は本業務の全部又は一部の停止を求める書面によ

る申し出があったとき 
(11) 管理物件が、公の施設として廃止されることとなったとき 
(12) その他、指定団体による管理を継続することが適当でないと設置者が認めるとき 

３ 第１項の規定により、設置者が指定団体の指定を取り消し、又は本業務の全部又は一部の停止を命

じた場合において、指定団体が設置者に損害を及ぼしたときは、指定団体は、その損害を賠償しなけ

ればならない。 
４ 第１項の規定により、設置者が指定団体の指定を取り消し、又は本業務の全部又は一部の停止を命

じた場合において、指定団体に損害・損失や増加費用が生じても、設置者はその賠償の責めを負わな

い。 
（指定団体による指定の取消し等の申出） 
第 55 条 指定団体は次のいずれかに該当する場合、設置者に対して指定の取消しを申し出ることがで

きるものとする。 
(1) 設置者が本協定内容を履行せず、又はこれらに違反したとき 
(2) 設置者の責めに帰すべき事由により指定団体が損害又は損失を被ったとき 

２ 設置者は、前項の申出を受けた場合、指定団体と協議の上、その処置を決定するものとする。 
（不可抗力による指定の取消し等） 
第 56 条 設置者又は指定団体は、不可抗力の発生により、本業務の継続等が困難と判断した場合は、

相手方に対して指定の取消し、又は本業務の全部又は一部の停止に関する協議を求めることができる

ものとする。 
２ 協議の結果、やむを得ないと判断された場合、設置者は指定の取消し、又は本業務の全部又は一部

の停止を行うものとする。 
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３ 前項の指定の取消しによって指定団体に発生する損害・損失及び増加費用は、設置者指定団体の協

議により決定するものとする。 
（費用の返還等） 
第 57 条 設置者は、第 56 条から第 58 条までの規定により指定を取消し、又は本業務の全部又は一部

の停止を命じたときは、指定団体に対して既に支払った当該取消し等にかかる指定管理料の返還を求

めることができる。 
（指定取消し時の扱い） 
第 58 条 第 54 条から第 56 条までの規定により、設置者が指定団体の指定を取り消した場合、指定団

体は、指定取消しの日から指定期間満了の日までの期間に係る契約又は当該期間の利用に係る収受済

みの利用料金を、指定取消しの際に、速やかに設置者又は設置者が指定する者に承継し、又は引き渡

さなければならない。 
２ 第 51 条から第 53 条までの規定は、第 54 条から第 56 条までの規定により指定を取り消した場合

に、これを準用する。ただし、設置者指定団体が合意した場合はその限りではない。 
（一般競争参加停止及び指名停止） 
第 58 条の２ 乙が本市一般競争入札及び指名競争入札に参加する資格を有する者であり、横浜市一般

競争参加停止及び指名停止等措置要綱第２条別表第１から別表第３までの各号に掲げる措置要件の

一に該当する場合は、当該各号に定めるところにより期間を定め、乙について、一般競争参加停止及

び指名停止を行う。 
 
 

第 10 章 その他 
 
（権利・義務の譲渡の禁止） 
第 59 条 指定団体は、本協定によって生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は継承させてはなら

ない。ただし、事前に設置者の承諾を受けた場合はこの限りではない。 
（公租公課） 
第 60 条 本協定に基づく業務に関連して生じる一切の公租公課は、特段の規定がある場合を除き、す

べて指定団体の負担とする。 
（設置者によるコミュニティハウスの利用） 
第 61 条 指定団体は、横浜市が選挙その他必要な業務でのコミュニティハウスの利用を申し出た時は

協力しなければならない。 
（市内中小企業への優先発注等） 
第 62 条 指定団体は、横浜市中小企業振興基本条例の趣旨を踏まえ、修繕等の工事の発注、物品及び

役務の調達等にあたって、市内中小企業への優先発注に努めるものとする。 
２ 指定団体は、修繕等の工事の発注、物品及び役務の調達等を行うにあたっては、横浜市ホームペー

ジに掲載される入札・契約情報の有資格者名簿を参考にするなどにより、市内中小企業の該当の可否

を判断するものとする。 
３ 設置者は、本施策の取組状況を把握するために、指定団体に対して、指定期間中の発注状況につい

て調査を行うことができる。 
４ 指定団体は、前項の調査について設置者に提出を求められた場合は、遅滞なく報告するものとする。 
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（財務状況の確認） 
第 63 条 設置者は、各年度に１回、指定団体に対して選定時と同様の財務状況の確認を行うものとす

る。 
２ 指定団体は、前項の確認実施にあたり、設置者から財務諸表等の財務関係書類の提出を求められた

場合、速やかに必要書類を設置者に提出しなければならない。 
３ 設置者は、財務状況の確認を実施した結果について、遅滞なく指定団体に通知するものとする。 
４ 設置者は、指定団体の財務状況を確認した結果、コミュニティハウスの管理運営に支障が生じると

判断した場合は、指定団体に対して、必要な改善指導を行うことができる。 
５ 設置者は、前項の改善指導を行ったにも関わらず、指定団体の財務状況の改善が見込まれないと判

断した場合は、本協定第 54 条に基づく指定の取消し、又は期間を定めて管理の業務の全部または一

部の停止を命ずることができる。 
（その他市政への協力） 
第 64 条 指定団体は、施設から発生する廃棄物の発生抑制に努めるとともに、横浜市役所の分別ルー

ルに沿って適切に分別を行い、可能な限り資源化していくなど「横浜市一般廃棄物処理基本計画」等

に沿った取組を推進するものとする。 
２ 指定団体は、その他環境対策や区局の運営方針等、市政に関して協力するよう努めるものとする。 
（連絡調整会議の設置） 
第 65 条 設置者と指定団体は、本業務を円滑に実施するため、情報交換や業務の調整を図る連絡調整

会議を開催することができる。 
（請求、通知等の様式その他） 
第 66 条 本協定に関する設置者指定団体間の請求、通知、申出、承諾、報告及び解除は、本協定に特

別の定めがある場合又は設置者が特別に認めた場合を除き、書面により行わなければならない。 
（所在地等の変更の届出） 
第 67 条 指定団体は、その名称、所在地、代表者、代表者印などの使用印等に変更があったときは、

速やかにそれを証する文書を添付して書面により設置者に届け出るものとする。 
（法人格変更等の対応） 
第 68 条 指定団体は、合併、任意団体の場合の法人格の取得、公益法人制度改革への対応等により自

らの法人格に変更が生じることが見込まれることとなった場合には、設置者に対して直ちに報告しな

・市内中小企業の定義について 
① 市内事業者：横浜市内に本社・本店などを設けている事業者 
② 中小企業：中小企業基本法（昭和 38 年 7 月 20 日法律第 154 号）の第２条 
 １項第１号から第４号で定義されるもの 

業種 資本金の額または出資の

総額 
常時使用する従業員の数 

①卸売業 １億円以下 １００人以下 
②小売業 ５千万円以下 ５０人以下 
③サービス業 ５千万円以下 １００人以下 
④製造業その他 ３億円以下 ３００人以下 
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ければならない 
２ 設置者は、指定団体から前項による報告があった場合、指定管理業務を承継すると推定される新し

い法人（以下「新法人」という。）について、施設運営能力等を審査することを目的として、指定団

体又は新法人から以下の書類の提出を求めるものとする。 
(1) 事業計画書 
(2) 定款又はそれに類するもの 
(3) 法人登記に係る全部事項証明書 
(4) その他設置者が必要と認める書類 

３ 設置者による審査の結果又は市会の否決により新法人を指定管理者として指定しないこととなっ

た場合、指定団体又は新法人に損害又は増加費用が生じても設置者はその賠償の責めを負わないもの

とする。 
（協定の変更） 
第 69 条 本業務に関し、本業務の前提条件や内容が変更したとき、又は特別な事情が生じたときは、

設置者指定団体の協議の上、本協定の規定を変更することができるものとする。 
（裁判管轄） 
第 70 条 本協定に関する紛争は、横浜地方裁判所を第一審の管轄裁判所とする。 
（疑義についての協議） 
第 71 条 本協定の各条項等の解釈について疑義を生じたとき又は本協定に特別の定めのない事項につ

いては、設置者指定団体の協議の上、これを定めるものとする。 
 
 本協定を証するため、本書を２通作成し、設置者、指定団体がそれぞれ記名押印の上、各一通を保有

する。 
 
 

平成２７年○○月○○日 
 

設置者  横浜市南区花之木町３丁目４８番地１ 

    横浜市南区長 中島 泰雄   印 

 

指定団体  横浜市○○区○○町○丁目○番 

    株式会社○○ 

    代表取締役 ○○ ○○     印 
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